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地方自治法第２３３条第５項の規定に基づき、令和３年度の主要な施策の成果を報告します。

令和４年８月１８日

小金井市長 西 岡 真一郎
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令和３年度小金井市一般会計決算概要

令和３年度の国の経済政策は、「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」にて、

「当面は、感染症の感染拡大防止に引き続き万全を期す中で、厳しい経済的な影響に

対して、雇用の確保と事業の継続、生活の下支えのための重点的・効果的な支援策を

講じ、国民の命と暮らしを守り抜く。」とし、内外の変化を捉え、我が国経済の構造

改革を戦略的に進め、ポストコロナの持続的な成長基盤を作り、誰一人として取り残

されない包摂的な社会を構築していくとしました。

本市の行財政運営は、新しい時代に向け「第５次基本構想・前期基本計画」及び

「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」への議論を進めるとともに、第６弾及び

第７弾の「新型コロナウイルス感染症 小金井市緊急対応方針」並びに１７回の補正

予算において、いのち・くらし・地域を守り、市民サービスの基盤を守る覚悟を持っ

て継続し、その収束は未だ見通せず、日々変化する感染状況への迅速かつ臨機応変な

対応が求められる中で、新型コロナウイルスワクチン接種の促進を図りました。

コロナ禍においても重要政策につきましては、子育ち・子育て・教育環境の向上

として、保育施設の新規開設等により２５１人の定員を増員するとともに、保育従事

職員の処遇改善、人材確保及び離職防止施策等を実施し、小中学校においてはＧＩＧ

Ａスクール構想に基づき、学校ネットワークの再構築を図りました。駅周辺のまちづ

くりでは、東小金井駅北口土地区画整理事業を推進するとともに、武蔵小金井駅北口

駅前東地区市街地再開発準備組合が設立され、まちづくりの検討が進められています。

可燃ごみの共同処理については、日野市の御理解の下、国分寺市、小金井市の３市で

設立した浅川清流環境組合において、可燃ごみ処理施設の稼働が２年目となり、本市

として与えられた責任を全力で誠実に尽くし、施設周辺にお住まいの皆様をはじめ日

野市民の皆様及び関係者の皆様への感謝の気持ちを忘れず、更なるごみの減量・資源

化の推進に取り組んでまいります。不燃・粗大ごみ、資源物の処理については、清掃

関連施設の整備に向けて事業を進めました。新庁舎・（仮称）新福祉会館建設につい

ては、行政、防災及び福祉の総合的なサービスの拠点整備事業として、早期実現に取

り組んできましたが、新型コロナウイルス感染症による影響、市議会において複数の

決議が可決された状況等を踏まえ、建築確認申請はまだ行わず、関連予算は提出しな

いこととしました。今後は、庁舎等建設の進捗を図るため論点を整理することを目的

とした市長と市議会との協議会において、着工可能な成案が得られるよう協議を進め、

事業進捗に努めてまいります。
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令和３年度の財政運営につきましては、当初予算４５３億５，０００万円に１７

回の補正予算９９億１，１０２万９千円を加え、総額５５２億６，１０２万９千円、

決算額は、歳入が５３６億８５４万円で前年度対比１１．１％の減、歳出は５１７億

４，４８７万８千円で前年度対比１１．４％の減となりました。その結果、形式収支

は１８億６，３６６万２千円で、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事

業等６件による翌年度への繰越財源８８９万４千円を差し引いた実質収支は１８億５，

４７６万８千円、実質収支比率は７．８％となりました。

歳入総額では、市税は約２１９億８，６００万円、前年度対比約１億５，９００

万円の増、主な要因は、納税義務者数の増等による個人市民税の増によるもので、市

税徴収率は９９．４％と前年度対比０．２ポイントの増となりました。また、地方交

付税及び地方消費税交付金が増となりましたが、国庫支出金及び繰越金が減となった

ことから、前年度決算額を下回りました。

歳出総額では、扶助費及び積立金は増となったものの、補助費等では特別定額給

付金、投資的経費では総合体育館大規模改修工事がそれぞれ皆減となったことから、

前年度決算額を下回りました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 市税は、２１９億８，６１２万１千円で前年度対比０．７％の増、主な要因は、

新型コロナウイルス感染症の影響等により法人市民税が減となりましたが、納税

義務者数の増等により個人市民税が増となったことによるものです。

なお、収入率は９９．４％で前年度対比０．２ポイントの増

② 地方譲与税は、１億７，２１０万６千円で前年度対比１．７％の増

③ 利子割交付金は、３，１５０万１千円で前年度対比７．７％の減

④ 配当割交付金は、２億２，５６８万９千円で前年度対比３６．９％の増

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、２億７，５２６万２千円で前年度対比４３．７％の

増

⑥ 法人事業税交付金は、法人市民税の税率引下げに伴う減収補填の通年化により１

億４，７３１万９千円で前年度対比２４２．１％の増

⑦ 地方消費税交付金は、２７億７７５万９千円で前年度対比１０．４％の増

⑧ 環境性能割交付金は、３，７７３万９千円で前年度対比２８．４％の増

⑨ 地方特例交付金は、中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定

資産税等の軽減措置に伴う、減収補填である新型コロナウイルス感染症対策地方

税減収補填特別交付金の皆増により２億２４９万２千円で前年度対比６３．０％
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の増

⑩ 地方交付税は、平成２６年度以来の普通交付税交付団体となったことにより５億

９，４２４万６千円で前年度対比１，７９４．４％の増

⑪ 分担金及び負担金は、３億７，４０７万２千円で前年度対比３４．４％の増、主

な要因は、保育所運営費保護者負担金が９，８６２万１千円の増によるものです。

⑫ 使用料及び手数料は、９億２，２０３万８千円で前年度対比５．５％の増、主な

要因は、住民基本台帳手数料が１８３万円の減ですが、学童保育育成料が２，８

９５万６千円の増によるものです。

⑬ 国庫支出金は、１３６億６，８１９万１千円で前年度対比３８．０％の減、主な

要因は、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金が１３億６，４２０万

円、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金が１３億６，３６３

万１千円それぞれ増ですが、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

が４億６，０８７万８千円の減、特別定額給付金給付事業費補助金が１２２億２，

８４０万円の皆減によるものです。

⑭ 都支出金は、８０億１，７０７万３千円で前年度対比１．０％の増、主な要因は、

待機児童解消区市町村支援事業補助金が１億４，３７８万４千円の減、市町村新

型コロナウイルス感染症緊急対策特別交付金が２億５，０４７万９千円の皆減で

すが、保育所運営費負担金が１億２，３５２万１千円、子育て推進交付金が１億

４４７万６千円それぞれ増によるものです。

⑮ 財産収入は、３，９７０万７千円で前年度対比３２．９％の増、主な要因は、土

地売払収入が９６８万６千円の増によるものです。

⑯ 寄附金は、１億７，４０３万３千円で前年度対比５３２．１％の増、主な要因は、

一般寄附金が１億５，１８０万５千円の増によるものです。

⑰ 繰入金は、８億５，０１０万円で前年度対比３１．１％の増、主な要因は、環境

基金繰入金が６，４４４万３千円の減ですが、財政調整基金繰入金が２億７，０

００万円の増によるものです。

⑱ 諸収入は、４億４，２１６万１千円で前年度対比４８．４％の増、主な要因は、

保育所運営費国庫負担金追加交付金が１億２３２万７千円の増によるものです。

⑲ 市債は、８億７，８８０万円で前年度対比７．１％の増、主な要因は、清掃関連

施設整備事業債が１億６，３１０万円の増、栗山公園健康運動センター大規模改

修事業債が３億６，３００万円の皆増ですが、総合体育館大規模改修事業債が４

億５，５００万円の皆減によるものです。
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なお、市債残高は１７９億８，６０１万９千円で前年度対比１２億９，６６１万

６千円の減となりました。

次に歳出ですが、執行率は９３．６％で、不用額は前年度対比１億８，４８９万４

千円減の２５億１，６５０万３千円となりました。

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。

① 義務的経費は、２５５億８，５８６万２千円で前年度対比約３０億３，９００万

円、１３．５％の増です。公債費が２２億８，１９７万７千円で約２，３００万円、

１．０％の減ですが、扶助費は１６８億７，１９３万３千円で約２９億９，７００

万円、２１．６％、人件費は６４億３，１９５万２千円で約６，４００万円、１．

０％それぞれ増によるものです。

② 投資的経費は、３４億２，５５９万円で前年度対比９．０％の減、主な要因は、

栗山公園健康運動センター大規模改修工事が４億３７０万円、清掃関連施設整備

予定地用地取得費が２億１，３０２万２千円それぞれ皆増ですが、保育所整備事

業補助金が５億２，８８２万８千円の減、総合体育館大規模改修工事が５億６１

０万６千円の皆減によるものです。

③ 物件費は、８９億４，６４５万円で前年度対比１１．２％の増、主な要因は、教

育振興備品が３億１，４９６万９千円、教育用ネットワーク構築委託料が２億８，

１９４万円の減ですが、新型コロナウイルスワクチン個別接種委託料が４億５，

１００万３千円、新型コロナウイルスワクチン接種会場設営等委託料が３億５，

３９６万７千円それぞれ皆増によるものです。

④ 補助費等は、６４億１，６９９万５千円で前年度対比６４．９％の減、主な要因

は、地域振興券事業費負担金が２億８，５０４万９千円、ワクチン接種医療機関

協力金が１億３，２５３万９千円それぞれ皆増ですが、特別定額給付金が１２２

億２，８４０万円、事業継続支援給付金が１億４，４６０万円、こがねい事業者

応援金が１億３，３５９万５千円それぞれ皆減によるものです。

⑤ 繰出金は、３４億７，７０７万８千円で前年度対比０．５％の増、国民健康保険

特別会計繰出金は９億９，８６０万９千円で同率、介護保険特別会計繰出金は１

４億１，８８３万６千円で４．４％の増、後期高齢者医療特別会計繰出金は１０

億５，９６３万３千円で３．９％の減です。

⑥ 積立金は、３６億２，７１７万４千円で前年度対比７５．５％の増、主な要因は、

財政調整基金積立金 元金）が８億８，０００万円、地域福祉基金積立金（元金）

が２億７９万２千円それぞれ増によるものです。その結果、令和３年度末現在高
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は全体で約１２６億５，４００万円、財政調整基金が約７１億６，４００万円と

なりました。

次に、代表的な財政指標を見ますと、

① 実質収支比率は、７．８％で前年度と同率ポイントで維持

② 経常収支比率は、９２．２％で前年度対比２．６ポイントの減

③ 人件費比率は、１２．５％で前年度対比１．６ポイントの増

④ 投資的経費比率は、６．６％で前年度対比０．１ポイントの増

⑤ 実質公債費比率は、１．６％で前年度対比０．２ポイントの減

⑥ 将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回ったことによりバー表示

⑦ 財政力指数は、１．００９で前年度対比０．０１６ポイントの減

本市の財政構造における弾力性等質的改善のメルクマールである経常収支比率は、

９４．８％から９２．２％で、前年度対比２．６ポイントの減となりました。主な要

因は、分母の経常一般財源等では約１２億４，０００万円増で、地方消費税交付金が

約２億５，５００万円の増、地方交付税が約５億１，３００万円の皆増、分子の経常

経費充当一般財源等では約５億３，６００万円の増で、補助費等が約２億９，２００

万円、物件費が約２億３，０００万円それぞれ増によるものです。また、財政の持続

可能性のメルクマールである将来負担比率は、分子において市債残高の減、基金現在

高の増により充当可能財源等が将来負担額を上回ったことから、バー表示となったも

のです。

未来への時代の変化が大きく動き始めた令和３年度は、ＳＤＧｓ達成の観点から

も「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現として、東京

２０２０オリンピック・パラリンピック事業の実施、子どもオンブズパーソン事業へ

の取組、小金井市気候非常事態宣言の発出、循環型都市「ごみゼロタウン小金井」の

推進、次世代に引き継げるまちへの誇りや愛着の醸成に取り組んできました。そして、

長期化する新型コロナウイルス感染症から、市民生活を守ることを最優先に必要な支

援を進めてまいりましたが、延長線上にない世界へと変化が生じており、「ポストコ

ロナ」時代の社会経済に的確に対応し、持続的な成長に向けた基盤の整備を進めるこ

とが必要です。したがいまして、第５次基本構想の将来像「いかそうみどり 増やそ

う笑顔 つなごう人の輪 小金井市」の実現に向け、３つのまちづくりの基本姿勢を

念頭に、６つの政策、２９の施策、個別の行政計画を推進し、行政評価システムの実

施により、分かりやすく、まちづくりを着実に実行してまいります。
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＜参考資料＞ 「地方財政状況調査」による。

決算額の推移
(単位:千円)

　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

歳 入 決 算 額
歳 出 決 算 額

過去5年間の歳入状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

市 税
地 方 交 付 税
国 庫 支 出 金
都 支 出 金
市 債
そ の 他
歳 入 決 算 額

過去5年間の歳出状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 平 成 年 度 平 成 年 度 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

民 生 費
衛 生 費
土 木 費
教 育 費
そ の 他
歳 出 決 算 額

平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

その他

市債

都支出金

国庫支出金

地方交付税

市税

平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

その他

教育費

土木費

衛生費

民生費

千円

千円
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基準財政需要額・基準財政収入額の推移

(単位:千円)
　　　　　　　年　度
区　分 平 成 年度 平 成 年度 令 和元 年度 令 和 年 度 令 和 年 度

基準財政需要額
基準財政収入額

地方交付税額の推移

(単位:千円)
　　　　　　　年　度
区　分 平 成 年度 平 成 年度 令 和元 年度 令 和 年 度 令 和 年 度

普 通 交 付 税 額
特 別 交 付 税 額

地 方 交 付 税 額

都市計画税の状況

千円 Ａ

　都市計画税の充当割合
※｛Ａ／(Ａ＋Ｉ)×１００｝　小数点以下第２位四捨五入

(単位:千円)

街 路
公 園
下 水
そ の 他
市街地開発事業

負 担 金 そ の 他 Ｈ

都 市 計 画 税 収 入 額

都 市 計 画 事 業 費 等 都 市 計 画 事 業 費 等 の 財 源 内 訳
地 方 債 Ｆ
支 出 金 Ｇ

合 計 （ Ｂ ＋ Ｃ ＋ Ｄ ） Ｅ

都 市 計 画 税 Ａ
一 般 財 源 等 Ｉ

都 市 計 画 事 業 費 Ｂ 合 計
土 地 区 画 整 理 事 業 費 Ｃ
地 方 債 償 還 額 Ｄ

千円

平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

基準財政収入額

基準財政需要額

平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

千円

普通交付税額

特別交付税額
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経常収支比率の推移

（経常収支比率）

経常経費充当一般財源等
×１００

歳入経常一般財源等 ＋ ※（減収補てん債特例分＋臨時財政対策債）

平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和 年度 令和 年度

維持補修費

繰出金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

比率（％）

※ 各年度とも、投資・出資・貸付金については０
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償 還
期 間 利 率

（ 年 ） （ ％ ）

財 政 融 資
資 金

令和4年5月26日

振 興 協 会 令和4年5月20日

振 興 基 金 令和4年3月31日

振 興 基 金 令和4年3月31日

振 興 基 金 令和4年3月31日

※　償還期間（　　）内書きは据置期間

計

合　　　　　　計

小長久保公園整備事業

東小金井駅北口土地区画整理事業

公
的
資
金

栗山公園健康運動センター大規模改修事業

計
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等

資

金

都
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付
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令 和 ３ 年 度　　　借 入 市 債 の 内 訳

(単位：千円）

事 業 名 借 入 先区分 借 入 日市 債 額

公共事業等
（小長久保公園整備事業等)

備 考

計

清掃関連施設整備事業
（資源物処理施設）（用地）
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10,070千円

（単位：千円）

森林環境譲与税 他の財源

環境啓発に要する経費 小金井第四小学校の６年生に森林の⼤切さを
学ぶことを通じて、温暖化防止対策について
深く考えてもらえるよう環境学習の充実を
図った。また、三楽の森公共緑地、三楽公園
及び小金井第四小学校内の樹木に樹名板(国産
材)を児童が作成及び設置することにより、身
近な緑の素晴らしさや大切さを学ぶ機会を提
供した。

木材利用・普及啓発の一環で、市民利用の高
い図書館書架等の木質化を一部で行った。

緑地等維持管理に要す
る経費

特別緑地保全地区である滄浪泉園において、
多摩産材を利用した工法にて傾斜地に設置さ
れている土留めの修繕を実施したほか、ナラ
枯れの症状がみられた樹木について、伝染、
倒木等を防ぐため伐採を行った。また、市内
のみどりを保持するため、指定基準を満たす
樹木の所有者と保全に関する協定書を結び、
年間１本当たり２，０００円を奨励金として
交付した。

緑地の整備に要する経
費

特別緑地保全地区である滄浪泉園において、
既存擁壁撤去に伴い生態系の保全や緑化にも
適した蛇篭の設置のために支障となる樹木の
剪定及び伐採を行った。

森林環境譲与税の使途

※　森林環境譲与税は、市町村においては、間伐、人材育成・担い手の確保、木材利用の促進、普及啓発
　等の「森林整備及びその促進に関する費用」に充てることとされている。

財源内訳

令和３年度決算　森林環境譲与税

事業名 事業費 事業成果

図書館事業に要する経
費

図書館維持管理に要す
る経費

ワークショップの様子及び手作りした樹名板

乳幼児おはなし会スペースに面した腰壁及び書架

－ 21 －



（単位：千円）

国都支出金 地方債 その他

社会福祉

社会福祉費

老人福祉費

児童福祉費

生活保護費

社会保険

国民健康保険繰出金

介護保険事業繰出金

保健衛生

保健衛生費

後期高齢者医療特別会計繰出金

　施策をいう。）の一般財源に充てる。

地方消費税交付金（引上げ分）の社会保障財源化内訳

令和３年度決算　地方消費税交付金 2,707,759千円

うち　現 行 分 974,382千円

うち　引上げ分 1,733,377千円

事業名 事業費
（人件費を除く。）

特定財源
一般財源

小　　　計

小　　　計

小　　　計

合　　　計

※　引上げ分の地方消費税交付金は社会保障４経費（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する
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１　自然と都市が調和した人に優しいまち（環境と都市基盤）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

環境事務に要する経費 環境政策課
市民が設置した太陽光発電機器その他の住宅用新エネルギー機器等の購入費用の一部を補助（令和３
年度から断熱窓の設置も新たに補助対象とする。）

環境啓発に要する経費 環境政策課
温室効果ガス排出量削減のために、一般家庭及び事業所に対して省エネチャレンジへの取組を促し、電
気・ガス使用量の削減率に応じてさくらギフトカードを贈呈

環境啓発に要する経費 環境政策課
環境教育推進モデル校として、小金井第四小学校において森林保全の講演会、樹名板作製、設置等を
実施

環境啓発に要する経費 環境政策課
環境教育の充実施策として、小学生を対象に環境に関するテーマについて親子参加型のワークショップ
を開催

児童遊園・子供広場維持管理に要する
経費

環境政策課
児童遊園及び子供広場の公園灯の灯具をＬＥＤ照明に交換し、環境負荷を低減させ、さらに安全で安心
な環境を整備

塵芥収集に要する経費 ごみ対策課 更なるごみ減量、資源化推進のために、ごみ非常事態宣言に代わる新たな横断幕を作製

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課 ３市による可燃ごみの共同処理を行うために、可燃ごみ処理施設の整備・運営事業に要する費用を負担

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課
不燃・粗大ごみ及び資源物の処理について、循環型社会の形成に資する施設を再配置し、適正処理を
維持

ごみ減量啓発に要する経費 ごみ対策課 市内在住の個人及び市内事業者を対象に、生ごみ減量化処理機器の購入費用の一部を補助

都道１３４号線整備に要する経費
都市計画課
道路管理課

拡幅整備に係る用地取得、物件補償、台帳作成委託等を実施

主要道路１５号線整備に要する経費 道路管理課 拡幅整備に係る街路築造工事等を実施

都市計画事務に要する経費 都市計画課
平成１４年に策定し、平成２４年に見直しを行った都市計画マスタープランについて、策定当初からおお
むね２０年を迎えるため、次期都市計画マスタープランを策定

木造住宅耐震助成に要する経費 まちづくり推進課 小金井市耐震改修促進計画に基づき、木造住宅耐震化の普及を促進

特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化
助成に要する経費

まちづくり推進課 対象となる道路に沿った建築物の補強設計及び耐震改修の費用の一部を助成

ブロック塀等撤去助成に要する経費 まちづくり推進課 倒壊のおそれのある避難路に面するブロック塀等の撤去に要する費用の一部を助成

住宅マスタープラン策定に要する経費 まちづくり推進課 令和３年度末までを計画期間とする現計画について、現在の住宅を取り巻く社会環境等を反映して改定

道路新設改良に要する経費 道路管理課
橋りょう長寿命化補修設計、電線共同溝詳細設計、市道第１３５号線、市道第３４５号線、市道第３６０号線
道路補修工事、市道第７８７号線歩道拡幅工事等を実施

都市計画道路３・４・１２号線整備に要す
る経費

道路管理課 拡幅整備完了に伴い、引継ぎのための図書を作成

土地区画整理事業に要する経費 区画整理課 仮換地の指定、建物等移転、整地及び道路築造工事を実施

２　安心して過ごせる暮らしやすいまち（地域と経済）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

消防団活動に要する経費 地域安全課 各団のポンプ車にドライブレコーダー（計５台）を設置

災害対策に要する経費 地域安全課 備蓄計画に基づき、食糧、生活必需品、災害用トイレ、医薬品等を備蓄

災害対策に要する経費 地域安全課 災害拠点（３５施設）に防災公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ-Ｆｉ）を整備

市民農園に要する経費 経済課 令和４年４月開園に向けて（仮称）ぬくいみなみ第２市民農園の造成工事を実施

３　心豊かにのびのびと子どもが育つまち（子どもと教育）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

学校施設整備に要する経費 庶務課 トイレ改修工事、屋上防水改修工事等を実施

学校運営に要する経費 学務課
小中学校の普通教室（学級数増分）にＧＨＰエアコンを導入するほか、災害発生時の避難所としても活用
される中学校の屋内運動場にエアコンを導入

学校給食に要する経費 学務課 給食用強化磁器食器、食器消毒保管庫、オーブン、炊飯器、回転釜を購入

健全育成に要する経費 指導室
いじめの防止等のための対策の推進について調査審議及びいじめの重大事態に対応するため、いじめ
問題対策委員会を設置

学校運営協議会に要する経費 指導室
地域とともにある学校づくりのため、新たに小金井第一小学校、前原小学校及び南中学校に学校運営協
議会を設置

４　一人ひとりが自分らしく生きることができるまち（文化と生涯学習）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

男女平等意識の育成に要する経費 企画政策課 性の多様性への理解促進のため、市民向けの講座を開催

放課後子どもプラン事業に要する経費 生涯学習課
子どもの安全・安心な居場所づくりの充実並びに活動内容及び活動回数の更なる発展のため事業を拡
大

地域学校協働活動推進事業に要する
経費

生涯学習課
小金井第一小学校、前原小学校、南中学校で新たに地域学校協働活動（地域未来塾など）を実施する
ほか、コーディネーター等の時間単価の増への対応、統括コーディネーターの配置等を実施

東京２０２０オリンピック・パラリンピック推
進に要する経費

生涯学習課
令和２年度計画の事業に加え、ボランティア人員の増員、パラリンピック聖火リレー採火式、東京２０２０大
会報告会等を実施

スポーツ推進審議会に要する経費 生涯学習課
スポーツの推進に関する重要事項を調査審議するための審議会を新たに設置し、スポーツ推進計画を
策定

主な事業の概要
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５　誰もがいきいきと暮らすことのできるまち（福祉と健康）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

福祉総合相談窓口に要する経費 地域福祉課
福祉総合相談窓口に地域住民の相談を包括的に受け止める場の整備のため包括化推進員（地区担当）
を配置

義務教育就学児医療費助成事業に要
する経費

子育て支援課 小学校４年生から６年生までの保護者の所得制限を廃止

民間保育所助成に要する経費 保育課 児童及び職員の処遇改善並びに施設の運営の充実のための費用の一部を補助

民間保育所等運営に要する経費 保育課 特定教育・保育施設及び特定地域型保育施設の運営費等の補助及び支弁を実施

６　開かれた市政で誰もが信頼し合えるまち（行政運営）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

企画・調整に要する経費 企画政策課 国土強靭化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、国土強靭化地域計画を策定

公共施設マネジメント推進に要する経費 企画政策課
建築系公共施設の個別施設計画等の内容を反映させ充実を図るため、公共施設等総合管理計画を改
定

新庁舎等建設に要する経費 企画政策課 新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に向け、実施設計取りまとめに向けた検討を実施

内部情報システムに要する経費 情報システム課
緊急時においても安定的な行政運営を行えるよう、庁外から内部情報システムへアクセスできるテレワー
ク環境を整備

内部情報システムに要する経費 情報システム課
緊急時においても安定的な行政運営を行えるよう、庁内及び外部とのオンライン会議が実施できる環境を
整備

文書事務に要する経費 総務課 文書倉庫敷地内のブロック塀の改修を実施

７　新型コロナウイルス感染症対策関連事業

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

商工振興に要する経費 経済課
売上が減少している市内事業者の支援及び市民の生活応援を目的として、こがねい事業者特別支援金
の支給、地域応援券の発行及びキャッシュレス決済によるポイント還元事業を実施

観光振興に要する経費 経済課
小金井市観光まちおこし協会が実施する新型コロナウイルス感染症対策（新しい生活様式）を踏まえた地
域経済の活性化策であるオープンスペース活用事業経費の一部を補助

収納事務に要する経費 納税課
新型コロナウイルス感染症対策及び納税者の利便性の向上を図るため、モバイルレジクレジットカード収
納を導入

住民税非課税世帯等に対する臨時特
別給付金給付に要する経費

地域福祉課　他
新型コロナウイルス感染症の影響の長期化の中、生活支援のため、住民税非課税世帯等に対して１世帯
当たり１０万円を給付

成人歯科健康診査に要する経費 健康課
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、従来集団健診を行っていた妊婦向けの一般歯科健康診査
の個別健診を実施

結核検診に要する経費 健康課
集団接種のみに対応していたＢＣＧ接種委託について、新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえ集団健
診及び個別健診を実施

感染症予防関係に要する経費 健康課
府中市、国分寺市及び国立市とともにＰＣＲ検査センターへの補助金を交付するほか、新型コロナウイル
ス感染症が疑われる市民等をＰＣＲ検査センター及び市内医療機関へ搬送するとともに、自宅療養者及
び濃厚接触者を対象に生活必需品の支援等を実施

新型コロナウイルスワクチン接種に要す
る経費

健康課 新型コロナウイルスワクチン接種を迅速かつ適正に実施できる体制を構築し、接種を実施

子育て世帯への臨時特別給付金給付
に要する経費

子育て支援課　他
新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、子育て世帯を支援するための高校生までの子どもが
いる世帯に対して児童１人当たり１０万円を給付

教育振興に要する経費 学務課
ＧＩＧＡスクール構想に基づき小・中学校全体で８，０００台超のパーソナルコンピュータを運用することに
伴い、開設した高速インターネットのネットワークの維持管理等を実施
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決　算　額

 男女平等意識の育成のため、以下の事業を行う。
１

2・1・4-1 ２
３
４
５
６
７
８

１

２

３

４

５

６

７

８

＜事業内容＞企画政策課
男女平等意識の育成に
要する経費

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

＜事業成果＞

　第３５回こがねいパレットの開催
　情報誌「かたらい」第５４号・第５５号の発行
　女性総合相談事業の実施
　再就職支援講座の開催
　男女平等都市宣言普及啓発冊子の発行
　ＤＶ防止普及啓発パネル展の開催
　性の多様性への理解促進研修会の実施
　性の多様性への理解促進講座の実施

　「心にポッと灯がともるほめ方－より良いコミュニケーションのために－」
を題名とした講演及び賛同団体紹介を実施し、男女共同参画について
周知を図った。
　情報誌「かたらい」を発行し男女共同参画に関する情報を発信すること
で、男女共同参画について周知を図った。
　女性総合相談を実施し、生活を営む中で直面している悩み、問題等に
ついて、情報の提供・適切な助言により、方向が見出せるよう支援した。
　育児、介護等で仕事を退職し、再就職を希望している女性を対象に再
就職を支援する講座を開催した。
　「新成人のみなさんへ」と題した冊子を、企画政策課、保険年金課、経
済課及び選挙管理委員会事務局の共同で発行し、男女平等都市宣言
等についての周知を図った。
　「女性に対する暴力をなくす運動」に合わせ、ＤＶ防止普及啓発のため
のパネル展を開催した。
　パートナーシップ宣誓制度及びＬＧＢＴに総称される性的少数者の抱
える生きづらさへの理解及び気持ちに寄り添った対応方法を身に付ける
ため職員等に向けた研修を実施した。
　パートナーシップ宣誓制度の趣旨である性の多様性への理解を、市民
に促進していくため、市民向け講座を開催した。

　詳細については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「企画政策課」
を参照

性の多様性への理解促進講座
の様子

性の多様性への理解促進研修
会の様子
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決　算　額

2・1・4-2

１

２

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

行動計画の推進に要する
経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞

＜事業内容＞企画・調整に要する経費
2・1・8-1

＜事業成果＞

事業内容及び成果

　男女平等社会の実現を目指し、行動計画を総合的かつ計画的に推進す
るため、以下の事業を行う。
１　男女平等推進審議会の開催
２　苦情処理窓口及び男女平等苦情処理委員の設置

　強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土
強靭化基本法（平成２５年法律第９５号）第１３条に基づき、小金井市にお
ける国土強靭化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため小金
井市国土強靭化地域計画の策定を進める。

　小金井市国土強靭化地域計画を令和４年３月に策定した。
　これにより国の補助金・交付金について、必要な交付の要件を具備する
ことに寄与した。

千円

　男女平等に係る諸課題を審議するため、男女平等推進審議会を５回
開催した。
　小金井市男女平等基本条例（平成１５年条例第２８号）に基づく苦情処
理窓口及び苦情又は相談を適切かつ迅速に処理するため苦情処理委
員２人を設置した。

　詳細については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「企画政策課」
を参照
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決　算　額

2・1・8-2

2・1・8-8

2・1・14-1

＜事業成果＞

 　公共施設等の全体を把握し、長期的な視点を持って、更新、統廃合、長
寿命化等を計画的に行うことにより、財政負担を軽減し、及び平準化すると
ともに、公共施設等の最適な配置等に関する今後の方向性を示すため、平
成２９年３月に策定した公共施設等総合管理計画の推進を図る。
 　また、国の「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」の改訂、
令和２年度の各個別施設計画の策定などの様々な状況の変化に対応する
とともに、見直し及び充実を図るため、公共施設等総合管理計画の改定を
行う。

＜事業内容＞

＜事業成果＞

　詳細については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「企画政策課」
を参照

＜事業成果＞
　詳細については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「企画政策課」
を参照

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業内容＞
　行財政改革プラン２０２０及び具体的な取組に係るアクションプラン２０２０に
ついての総括及び令和４年度以降の行財政改革の指針となる行財政改革２
０２５案の策定作業を進める。

＜事業内容＞
　新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に向けて、新庁舎建設基本計画、（仮
称）新福祉会館建設基本計画、新庁舎・（仮称）新福祉会館複合化整備方
針、新庁舎・（仮称）新福祉会館基本設計等に基づき、実施設計取りまとめ
に向けた検討を行う。

千円

公共施設マネジメント推
進に要する経費

千円

　基本構想における将来像の実現を行財政運営の面から下支えするため、
財源確保及び組織最適化のための方向性を示す行財政改革プラン２０２０
並びに具体的な取組に係るアクションプラン２０２０についての総括を行っ
た。これにより明らかとなった課題及び継続取組を、令和４年度以降の行財
政改革の指針となる行財政改革２０２５案に反映し、行財政改革市民会議か
ら市民目線の御意見をいただきながら、行財政再建推進本部において策定
作業を進めた。

新庁舎等建設に要する
経費

千円

行財政改革事務に要す
る経費

事業内容及び成果

－ 28 －



決　算　額

１

２

３

４

　市報「こがねい」発行
　市報「こがねい」を発行、全戸配布（小金井市シルバー人材センターに
委託）することにより、行政情報から生活情報まで広く情報を提供した。
市報をホームページでも見られるようにするため、ＰＤＦ版を作成した。ま
た、スマートフォン等で市報が見られるようにするため、閲覧用のアプリ
ケーションを利用し、情報を提供した。
　声の広報
　市報を朗読しデイジーＣＤ及びＣＤに収録した「声の広報」を、送付希
望のあった視覚障がい者（１～６級）の方に送ることにより、聴覚による情
報提供を行った。
　市ホームページにも音声データを掲載し、送付対象者以外にも音声
データを提供した。
　広報掲示板
　市内９０か所に設置した広報掲示板にポスター等を掲示することによ
り、市政情報を地域に提供した。
　令和３年度広報掲示板整備実績  　　修繕２基
　市ホームページ
　各課対応ホームページ管理システムの導入により、各課がホームペー
ジを通じて直接情報発信できるようにすることで、情報の即時性の向上を
図りつつ、地域へ情報を提供した。

　令和３年度市報「こがねい」発行・配布実績、広報掲示板利用状況及び
印刷物配布実績、「声の広報」送付実績、市ホームページアクセス件数
は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書課」を参照

広報活動に要する経費
2・1・3-1

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

広報秘書課 ＜事業内容＞
　市政に対する市民の理解及び協力の下、市民とともに歩む市政を推進
するため、広報活動を行う。主に、市報「こがねい」の発行、視覚障がい者
（１～６級）の方を対象とした「声の広報」の提供、市及び関係機関の主催
する行事等の広報掲示板への掲示、市ホームページの管理運用等を行
う。

千円

－ 29 －



決　算　額

１
２
３
４
５
６
７
８

１

２

３

４

５

６
７

８

１
2・1・3-3 ２

３

１

２

３

　詳細については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書課」
を参照

　３～８の詳細については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の
「広報秘書課」を参照

　各種相談業務
　庁内案内業務
　「市政だより」の発行及び「町会長・自治会長連絡会」の開催
　「市民と市長の座談会」の開催
　「市長への手紙」の実施
　「市民の声」投書箱の設置及び受付
　「市長へのファクス」「市長へのＥメール」の受付
　市民掲示板の整備

　非核平和事業
　平和行事参加の旅
　小金井平和の日記念行事

　非核平和映画会、原爆写真パネル展等の催し及び横断幕の掲出を実
施し、「非核平和都市宣言」の趣旨を広く市民に知らせることができた。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、平和記念式典への参列がで
きなくなったため中止とした。
　戦争の記憶を風化させず後世に伝え、未来に平和を引き継いでいくた
め、平成２６年度に制定した小金井平和の日条例（平成２６年条例第３０
号）に基づき、記念行事を開催したことで平和意識の高揚を図ることがで
きた。

　「市政だより」に市からのお知らせ及び官公署からの連絡事項を掲載
し、町会・自治会を通して地域住民に広く周知できた。「町会長・自治会
長連絡会」の開催により、町会・自治会からの意見・要望等を聴くことが
できた。
　市政に対して市民がどのような施策を望み、どのような意見を持ってい
るか、市長が市民と直接対話し、市政に反映させることができた。
　住民基本台帳から無作為に抽出した男女２，０００人に対して実施し
た。市政に対して市民がどのような意見を持っているか直接尋ね、市政
運営の資料として活用できた。

　令和３年度相談件数は「令和３年度事務報告書」内事務実績の「広報
秘書課」を参照
　令和３年度実績数は「令和３年度事務報告書」内事務実績の「広報秘
書課」を参照

広聴・相談に要する経費

　市民の意見、要望、苦情等を把握し、市政に反映できた。
　ファクス及びＥメールを利用することにより、２４時間いつでも「市民の
声」を受け付けることができた。
　市民が自由に使用できる市民掲示板を整備し、市民の自由な意見交
流及び日常生活の利便に役立てた。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

＜事業内容＞

平和推進事業に要する
経費

千円

＜事業内容＞

＜事業成果＞

2・１・3-2

千円

－ 30 －



決　算　額

　テレワーク用端末を１０台導入し、環境を整備した。試行として、企画財
政部、総務部、環境部、子ども家庭部及び学校教育部のテレワークを実施
した。
　また、オンライン会議の利用を実施できる環境を整備し、理事者、部長職
者を始め、庁議に出席している課長職者を対象に機材等を調達し、ペー
パーレス会議の試行及び自治体ＤＸに向けた意識醸成を図った。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

情報システム課 ＜事業内容＞
内部情報システムに要す
る経費

　緊急時においても安定的な行政運営を行えるよう、庁外から内部情報シ
ステムへアクセスできるテレワーク環境の整備及び庁内と外部とのオンライ
ン会議が実施できる環境の整備を行う。2・1・2-4

＜事業成果＞

千円

－ 31 －



決　算　額

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

総務課 ＜事業内容＞
文書事務に要する経費
2・1・2-1

　文書倉庫敷地内の法令に適合していないブロック塀について、安全性の
確保のため、ブロック塀の撤去等を行う（文書倉庫南側のブロック塀撤去、
新設及び北西側一部の撤去は令和２年度に実施済み）。

千円

＜事業成果＞
　文書倉庫敷地内（文書倉庫北東側）の法令に適合していないブロック塀
の撤去及び一部の新設工事を行い、近隣住民、通行者等の安全を確保し
た。

－ 32 －



決　算　額

9・1・2-1

１
２

9・1・2-2

購入装備品等

購入した防寒衣

千円

千円

消防団活動に要する経
費

地域安全課

　消防団の活動等に要する経費を負担する。

消防施設維持管理に要
する経費 　消火活動・災害防止活動を円滑に進めるための消防施設の維持管理事

業を実施する。

＜事業成果＞

　令和３年度消防水利は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「地域
安全課」を参照

　消火栓等の新設及び補修を行い、消防水利の充実・強化を図った。
　消防団第一分団詰所の敷地南側を整備し、活動スペースの充実を
図った。

地域安全課
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

＜事業内容＞

＜事業内容＞

＜事業成果＞

整備後

　一般社団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用し、防寒
衣を２７着購入したほか、運行時に周囲の状況を記録するため消防団ポン
プ車にドライブレコーダーを配備した等、消防団活動用に装備品等を購入
し、消防力の増強を図った。

　令和３年度消防団員出動状況、消防団関係行事は、「令和３年度事務報
告書」内事務実績の「地域安全課」を参照

防 寒 衣 27着 消 防 団 員 備 蓄 食 糧 1日分

整備前

ド ラ イ ブ レ コ ー ダ ー 5台 消 火 ホ ー ス 10本

－ 33 －



決　算　額

１
購入備品

２

購入備蓄品

３

４

５

６
　

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

　市民の自発的な防災組織である自主防災組織に、防災対策を推進す
るための補助金を交付し、自主防災組織の育成・援助に努めた。

　小金井市地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金交付要
綱（令和３年要綱第５９号）を制定し、自主防災組織が発電機・蓄電池等
を購入する際の費用負担を軽減した。

粉 末 消 火 器 80本

2,424枚 大 人 用 紙 お む つ

　令和３年度自主防災組織補助金支給額は、「令和３年度事務報告書」内
事務実績の「地域安全課」を参照

発 電 機 2台 投 光 器

＜事業成果＞

　災害対策の策定、災害予防、応急復旧、避難体制の確保、備蓄品の充
実等を実施する。

2台

　震災対策用として、応急資機材の充実・増強を図った。

30基 給 水 タ ン ク 1台

100枚
35缶15,120リットル 調 製 粉 乳

マ ン ホ ー ル ト イ レ
業 務 用 無 線 機 2台

非 常 用 保 存 水
毛 布 簡易トイレ便袋セット 1,500回分

1式 備 蓄 倉 庫

ア ル フ ァ ー 米 11,450食 ビ ス ケ ッ ト ・ ラ イ ス ク ッ キ ー 11,312食

レ ス キ ュ ー セ ッ ト 1式
ス タ ン ド パ イ プ 2棟

　災害応急体制の充実を図るため、生活必需品や食糧などの主要救助
物資の充実・増強を図った。

子 供 用 紙 お む つ

災害対策に要する経費
9・1・3-1

ガ ソ リ ン 缶 56リットル 灯 油 缶 112リットル

　小金井市清掃関連施設予定地（二枚橋焼却場跡地）に耐震性貯水槽
を設置した。

　災害時における避難者の情報収集、通信手段の確保等を目的として
市内にある災害拠点３５施設を対象に、防災公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ-Ｆｉ）
サービスを開始した。

Ｗｉ-Ｆｉ設置場所に掲示しているステッカー

1,110枚

＜事業内容＞

事業内容及び成果

－ 34 －



決　算　額

2・1・9-2

＜事業成果＞

婦人会館

千円

  令和４年1月から２月までの間に外壁等改修工事を実施した。外壁劣化
による事故を未然に防ぐことにより、より安心・安全に利用できる施設となっ
た。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

コミュニティ文化課 ＜事業内容＞
集会施設の維持管理に
要する経費

　令和元年度に実施した特定建築物等定期調査における外壁仕上げ材
等劣化破損状況調査にて異常を指摘されたことに伴い、婦人会館の外壁
等改修工事を実施する。

－ 35 －



決　算　額

１

２

３

４

１

２

３

１

２

３

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、２「うどん打ち体験会・懇親
会」、３「こども国際交流フットサル大会」を中止した。１「日本語スピーチコ
ンテスト（１９名参加）」は無観客で出場者・関係者のみの開催、４「国際理
解講座（１１名参加）」もオンラインでの開催だったため、例年より参加者は
少なかったものの、コロナ禍での数少ない交流及び学びの機会だったこと
から、参加者の満足度は高く、市民の国際交流への関心・理解を深めるこ
とができた。

千円

千円

　市民団体の自発的な文化活動を支援し、活性化を目的に、市文化協
会運営、小金井薪能、なかよし市民まつり実行委員会、なかよし市民ま
つり実行委員会事務局及び市民文化祭実行委員会に補助金を交付し
支援をする。

　芸術文化振興計画推進事業については、市民主体のワークショップと
して、高齢者のためのはじめての映像制作の会として「映像メモリーちゃ
んぽんクラブ（愛称：えいちゃんくらぶ）」の４年目の活動を行った。年度
末には「えいちゃんふぇす４　～重なりゆく土と新しい種と～」を開催し、
参加者が作成した作品の上映のほか、オンラインでも可能な上映会及び
トークプログラムを行った。
　第２次芸術文化振興計画は、令和３年度はフォーラムを開催することで
計画の周知及びアーティストの交流を図ることができた。

　江戸文化体験事業は、江戸文化の「紋切あそび」を通じた「お盆飾り」
及び「盆棚」作りを体験するとともに、お盆をテーマに、参加者の出身地
及び出身国のお盆を互いに紹介し、多様な文化に触れるきっかけとなっ
た。

＜事業成果＞

　市民団体の活動を補助することにより、文化振興に貢献することができ
た。
　補助金の内訳等は、「令和３年度事務報告書」内、事務実績の「コミュ
ニティ文化課」を参照

　国際交流事業として、次の４事業を実施する。
　母語が日本語以外の方々が出場して「日本語スピーチコンテスト」を開
催する。
　日本文化への理解及び交流を深めるため、外国籍市民を中心に「うど
ん打ち体験会・懇親会」を開催する。

＜事業成果＞

　小学校５・６年生及び外国籍市民が年齢及び国籍を超えて交流する
「こども国際交流フットサル大会」を開催する。
　国際的な相互理解を深めるため、毎年テーマを設定し、国際理解講座
を開催する。

文化振興に要する経費
2・1・10-3

＜事業内容＞
　江戸文化体験事業は、江戸から伝わる伝統文化を広く市民に知っても
らい、親しんでもらうことを目的として行う。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

国際交流に要する経費
2・1・10-2

＜事業内容＞

　令和３年４月から第２次小金井市芸術文化振興計画がスタートした。第
１次に続き、市民による実施主体が具体的な事業の推進を担い、特定非
営利活動法人アートフル・アクションに事業を委託し、これまでの経過を
踏まえた運営を行う。

－ 36 －



決　算　額

１
2・1・10-4

２

３

４

１

２

３

４

2・1・10-5

　詳細については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「コミュニティ
文化課」を参照

　職員研修としてＮＰＯ法人派遣研修及び協働推進職員研修を実施す
る。
　小金井ＮＰＯ法人連絡会、市民協働支援センター準備室、小金井ボラ
ンティア・市民活動センターと共催で「こがねい市民活動まつり」を開催
する。
　協働事業提案制度により市民活動団体等からの提案で実施する協働
事業に対して提案型協働事業補助金を支出する。

　令和３年度はコロナ禍のため、新型コロナウイルス感染拡大防止策を
講じて、会場に約３００人が参加した。市民活動の機運の醸成が図られ
た。

　市民協働支援センター準備室において、市民活動・市民協働につい
ての相談、コーディネート等を行う。

事業内容及び成果

＜事業成果＞

芸術文化施策に要する
経費

＜事業内容＞
　小金井 宮地楽器ホールの貸館、自主事業等の安定的な管理運営を行
う。

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けたものの、安定的な貸館運営を
行い、自主事業については、芸術文化公演事業を１２件、市民芸術振興
事業を１０件実施した。
　また、市の財産を有効に活用し、新たな財源を確保することにより、当該
施設等の持続可能な管理・運営を行い、これにより市民サービスの向上を
図ることを目的として平成２７年度から命名権（ネーミングライツ）制度を導
入し、令和２年度に３年間の協定を結んだ。

千円

＜事業成果＞

　相談・コーディネート件数が令和３年度は延べ１９１件となり、市民の市
民活動・協働への関心の高さがうかがわれた。

民間非営利団体に要す
る経費

＜事業内容＞

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

市民活動まつり 協働事業提案制度成果物

　令和３年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため研修を中止し
た。

　令和３年度採択事業は１件となった。

－ 37 －



決　算　額

2・1・10-8

8・4・5-7
　新型コロナウィルス感染症の影響により、複数年度にわたる所蔵作品展
は開催期間を早く終えた。また、都外からの作品借用が困難となったた
め、令和３年度の企画展の一つは、所蔵作品展に切り替えた。夏は所蔵
作品展「画家のメタモルフォーゼ―中村研一、その作風の変化―」、秋は
企画展「二人のスケッチ― 藤島武二と中村研一 ―」、年明け３月には所
蔵作品展「かげもまた光なり― 中村研一の色 ―」を行った。
　鑑賞教室についても、新型コロナウィルス感染症の影響により予定してい
た一部の小学校が中止となったものの、市内８校の小学校（第四学年）で
実施し、児童が芸術文化に触れる機会を提供した。
 　美術の森緑地は、令和３年度東京の多様性を活かした観光まちづくり推
進支援事業補助金を活用し、文化財由来作家屋外解説陶板を作成し、観
光推進につなげた。

美術の森緑地維持管理
に要する経費

千円

事業内容及び成果

千円

文化財由来作家屋外解説陶板

＜事業成果＞

事　業　名
款・項・目-事業番号

はけの森美術館事業に
要する経費

＜事業内容＞
　令和３年度は、所蔵作品展を２回及び企画展を２回開催する。また教育
普及事業として、市立小学校の鑑賞教室等を行う。
　美術の森緑地は、清掃、高・中木の手入れ等通常の手入れを行う。
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決　算　額

１

２

１

２

市民農園に要する経費
6・1・4-1

＜事業内容＞

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　小金井市農業振興計画の改定
　庁内関係部署及び関連団体へのヒアリング調査、市民及び農業者を
対象としたアンケート調査並びに策定に係る専門部会（全７回）を開催
し、令和４年３月に小金井市農業振興計画（計画期間：令和４年度から
令和１２年度まで）を策定した。

　都市農地保全支援プロジェクト補助金
　農地の持つ多面的機能として、防災機能を発揮させる防災兼用農業
用井戸３基の整備に対して補助を行った。

　近年の都市農業を取り巻く社会情勢の変化等にも対応した新たな農業
振興施策を推進するため、小金井市農業振興計画を改定する。
　農地の持つ多面的機能を活用し、都市農地の保全を推進する。

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

経済課
農業振興対策に要する
経費

千円

＜事業内容＞

6・1・3-1

　都市農業振興基本法（平成２７年法律第１４号）の基本理念を踏まえ、市
民が園芸を通じて土に親しみ、家族ぐるみで生産の喜びを味わい、また、
市民相互の交流を深めてより豊かな余暇生活の実現に資するため、市民
農園の整備を行う。

  農地の持つ多面的機能を発揮させ、農地の保全を図ることを目的とした
東京都の補助事業「都市農地保全支援プロジェクト」を活用し、市民農園１
園を整備した。

ぬくいみなみ第２市民農園

千円
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決　算　額

１

２

３

４

　小金井市観光まちおこし協会が実施する、新型コロナウイルス感染症対
策（新しい生活様式）を踏まえた地域経済の活性化策であるオープンス
ペース活用事業に対し、補助を行った。
　補助総額のうちオープンスぺース活用事業への補助額：７，７８４，５５４円
　小金井道草市の実施（市補助充当分のみ）：３回

観光振興に要する経費
7・1・3-1 　観光振興を図り文化向上の発展に寄与することを目的としている小金井

市観光まちおこし協会及び阿波踊り振興協議会に補助金を交付し、観光
行政の振興を図る。

千円

＜事業成果＞

＜事業内容＞

307,822,500円 554,963枚 277,481,500円

　小金井市産業振興プランの改定
　公募市民、学識経験者、関係団体の代表等によって構成される策定
委員会を全６回開催し、令和４年３月に小金井市産業振興プラン（計画
期間：令和４年度から令和７年度まで）を策定した。

発行総額 利用枚数

90.1％

支給件数 支給金額

　コロナ禍における生活応援及び市内店舗の支援を目的とし、キャッシュ
レス決済によるポイント還元事業を行い、デジタルの力を活用した地域
経済の活性化を図った。
キャッシュレス決済ポイント還元事業

費負担金決算額
49,179,452円

こがねい事業者特別支援金 228件 192件 19,171千円

　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、停滞している市内の消費喚
起及び市内事業者への支援を目的として、市民１人当たり２，５００円分
の地域応援券を発行した。

＜事業内容＞
　商工業の活性化の推進及び創造的産業の育成に向けて、商工会・商店
会への補助、起業家育成支援等を行う。

換金総額 使用率

＜事業成果＞
　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上げが減少している市内
中小企業者等に対し、こがねい事業者特別支援金を支給した。
<支給実績>

申請件数

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

商工振興に要する経費
7・1・2-1
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決　算　額

収納事務に要する経費
2･2･3-1

　新型コロナウィルス感染症対策及び納税者の利便性の向上を図るため、
モバイルレジクレジット収納を導入する。

千円

＜事業成果＞
　モバイルレジクレジット収納の導入により、キャッシュレスでの納付が可能
となった。当初の利用見込み件数は１，０００件であったが、約３，６００件の
利用があり、納税者の利便性の向上に一定の成果が得られた。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

納税課 ＜事業内容＞
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決　算　額

２，３００，０００円
４，１１８，０００円
２，４００，０００円
１，２０９，０００円

環境啓発に要する経費
１

２

３

１

２

３

4・1・5-4

千円

　省エネチャレンジ
　温室効果ガス排出量削減のために、一般家庭及び事業所に省エネ
チャレンジに取り組んでもらい、電気・ガス使用量の削減率に応じてさく
らギフトカードを贈呈する。

　環境教育事業支援
　小金井第四小学校において森林保全の講演会、樹名板作製、設置等
を実施し、身近な緑の大切さを学習する。

　子ども環境ワークショップ
　市内の小学生３年生から６年生までを対象に環境に関するテーマにつ
いて親子参加型のワークショップを開催し、環境啓発を図る。

　省エネチャレンジ
　一般家庭及び事業所に日頃のエネルギー使用について考え、省エネ
行動に取り組んでもらうきっかけを提供できた。

　環境教育事業支援
　森林保全の講演会、樹名板作製、設置等を実施し、身近な緑の大切さ
を学習する機会を提供できた。また、樹名板を設置した公園等を利用す
る市民に対して身近な緑に関する情報に接する機会を提供できた。

　子ども環境ワークショップ
　地球温暖化、ごみ等に関するテーマについてのワークショップを開催
し、日頃の生活の中で環境保全を意識した行動につなげる環境啓発を
実施できた。

　⑴　燃料電池コージェネレーションシステム （４６件）
　⑵　太陽光発電システム （４４件）
　⑶　蓄電システム （４８件）

4・1・5-3

＜事業成果＞

　住宅用新エネルギー機器等普及促進補助金
　良好な環境を次世代に継承していくため、自然環境の保全及び快適な
生活環境を確保する。二酸化炭素の排出削減に効果のある設備を導入す
る者に対し、その設置費用の一部を補助することにより、二酸化炭素削減
に向けた行動を促進する。

　補助実績

　⑷　断熱窓 （１５件）

千円

＜事業内容＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

環境政策課 ＜事業内容＞
環境対策事務に要する
経費

＜事業成果＞
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決　算　額

8・4・5-1

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業成果＞

児童遊園等ＬＥＤ灯具交換修繕 ４，９３９，０００円

　４８公園６８基の公園灯をＬＥＤランプに交換したことにより、電気使用量
の削減及び二酸化炭素排出削減ができた。さらに夜間における公園内
の照度不足が解消され、公園の安全性が向上した。

　公園灯ＬＥＤ化事業に要する経費
　市立公園の公園灯で使用されている水銀灯、蛍光灯、メタルハライドラン
プを消費電力が少なく長寿命であるＬＥＤランプに交換する。

児童遊園・子供広場維持
管理に要する経費

千円
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決　算　額

１
4・2・2-1

２

１

２

千円

　可燃、不燃ごみ収集に要する経費
　一般家庭等から排出される可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を
行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

　粗大ごみ等収集に要する経費
　一般家庭から排出される粗大ごみの収集運搬を行い、生活環境の保
全及び公衆衛生の向上を図る。

塵芥収集に要する経費

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

ごみ対策課 ＜事業内容＞

　可燃、不燃ごみ収集に要する経費
　分別された可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を迅速かつ堅実に
行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与した。
　また、ごみ非常事態宣言に代わる新たなスローガンの設定に伴い、横
断幕を作製し市施設及び駐車場に掲出することで、更なるごみ減量、資
源化の推進について市民に対して周知を行った。

　令和３年度可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集量は、「令和３年度事務
報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照

　粗大ごみ等収集に要する経費
　収集運搬を円滑に行うことで適正な処理が図られ、市民サービスの向
上に寄与した。

　令和３年度粗大ごみの収集量は、「令和３年度事務報告書」内事務実
績の「ごみ対策課」を参照

＜事業成果＞
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決　算　額

4・2・2-2 １

２

１

２

4・2・2-3

塵芥処理に要する経費

千円

＜事業成果＞
　可燃ごみ処理施設の設置、運営等を共同して行うことを目的に設立し
た浅川清流環境組合（構成市：日野市、国分寺市、小金井市）では、令
和２年４月に本格稼働を開始した可燃ごみ処理施設にて、引き続き滞り
なく可燃ごみを処理することができた。本市は、組合構成団体として与え
られた責任を果たした。

　令和３年度廃棄物処理の実績は、「令和３年度事務報告書」内事務実
績の「ごみ対策課」を参照

　二枚橋焼却場跡地に整備する不燃・粗大ごみ積替え・保管施設につ
いては、令和３年４月に工事を着工したが、令和２年度に行った汚染土
壌等の撤去などにより、工期を延伸する必要があったことから、令和３年
１２月に工期を令和４年７月２９日までとする契約変更を行った。
　また、施設周辺町会、自治会の代表者及び市職員で構成する運営協
議会を立ち上げ、施設の運営方針等について報告を行った。さらに運営
協議会を通して、町会等の意見を参考に施設名称を『小金井市野川ク
リーンセンター』に決定した。
　中間処理場に整備する資源物処理施設については、令和３年４月に
制限付き一般競争入札を告示し、令和３年９月に市議会の議決を経て、
設計施工事業者との契約に至った。その後、基本設計及び施設の解体
を含めた工事工程について協議を行った。
　また、中間処理場に隣接する東日本旅客鉄道用地について、不動産
鑑定等に基づく協議を行い、令和４年３月に土地売買及び物件移転補
償の契約締結に至った。

事業内容及び成果

　施設の維持管理に努めたことにより、安定した不燃系ごみの受入処理及
び都市環境衛生の向上、さらには、適正処理による埋立ごみを搬出せず、
有効資源の再利用化を図った。

　令和３年度事務状況は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「ごみ
対策課」を参照

＜事業内容＞
　市内から発生する廃棄物を適正に処理するとともに、可燃ごみ処理施
設の整備・運営事業を推進する。

　不燃、粗大ごみ、資源物の処理について、施設の老朽化等を考慮し、
循環型社会の形成に資する施設の再配置を進め、適正処理の維持を図
る。

事　業　名
款・項・目-事業番号

中間処理場維持管理に
要する経費

＜事業内容＞
　都市環境衛生の向上に資するよう、不燃系ごみの適正な処理を推進す
るとともに、近隣住民との良好な協議体制の維持及び施設の維持管理に
努める。

千円

＜事業成果＞
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決　算　額

4・2・2-4

4・2・2-5

　資源物の分別回収、生ごみ及び剪定枝等有機性資源の有効活用、自治
会、子供会等による集団回収の実施等により、循環型社会の形成に向けて
限りある資源の有効活用が図られた。

　令和３年度資源物回収量及び集団回収の実績は、「令和３年度事務報告
書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照

資源ごみ回収に要する経
費

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

　資源循環型社会の形成に向け、資源物の分別回収及び資源化の推進を
行う。

＜事業内容＞
　ごみ減量及び分別の徹底に向けて、生ごみ減量化処理機器購入費補助
金の交付、啓発ツールの活用、ごみゼロ化推進員との協働による活動の推
進等を行う。

千円

ごみ減量啓発に要する経
費

ごみ分別アプリ ごみ減量啓発チラシ

　生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付、ごみ・リサイクルカレンダー
及びごみ減量啓発チラシの全戸配布、リユース食器の無料貸出し並びにご
みゼロ化推進員との協働による啓発活動のほか、スマートフォン用ごみ分別
アプリを配信し、市民のごみ減量意識の高まりを維持・拡大するとともに、ご
みの減量及び分別の徹底が図られた。

　令和３年度生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付実績及びごみゼ
ロ化推進員活動状況は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「ごみ対策
課」を参照

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

＜事業成果＞
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決　算　額

3・1・1-2

3・1・1-3

3・1・1-5

円
円
円
円
円
円
円

事業費

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

地域福祉課 ＜事業内容＞
社会福祉委員に要する
経費

　地域の人からの相談を行政につなげること及び調整、指導、助言等の活
動により、社会福祉の増進に努める。

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　小金井市社会福祉協議会職員の人件費及び事業費に対し助成するとと
もに、ボランティアによるまちづくり推進事業、地域福祉総合推進事業等に
取り組み、永続的・自主的なボランティア活動が地域に根付くための基盤
強化を図った。

旅費

円

円

　令和３年度民生委員・児童委員関係の協議会開催状況等については、
「令和３年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

ボランティア活動推進事業

要保護者緊急援護費支給事業

補　助　金
人件費

＜事業内容＞

　市内に６８人（令和４年３月３１日現在）の委員を配置し、地域の福祉向上
に努めた。

社会福祉協議会補助金

緊急福祉資金貸付事業
心身障害者団体補助事業

項　　　　　　目

＜事業内容＞
　生活困窮者、高齢者、心身障がい者、児童、母子等、援助を必要とする
方に対して、民生委員・児童委員が、相談、指導、助言等を行う。

＜事業成果＞
　地域住民の社会福祉への関心を高め、参加を促すとともに、行政の画一
性及び限界を補い、きめ細やかな社会福祉サービスの提供のため、調
査、相談、指導、助言等の活動を行い、もって社会福祉の増進に努めた。

民生委員等に要する経
費

千円

合　　　　　　　計 円

　地域住民が主体となった組織的運営により、福祉のまちづくりを目指し
て、地域社会における社会福祉活動の調査研究、連絡調整、普及宣伝、
総合的企画促進等を行う。

千円

ふれあいのまちづくり事業

事務所及び事業実施場所の賃
借に要する経費

円

事務所及び事業実施場所の維
持管理に要する経費

社会福祉協議会に要す
る経費
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決　算　額

3・1・1-7

3・1・1-14 １

２

１

・ ・
・ ・
・ ・
・
・

２ 　福祉サービス第三者評価受審費補助
　福祉サービス提供事業者が、第三者機関による評価を受け、その評価
を公表することで、サービスの質の向上を図る。また、福祉サービス利用
者は受審結果の情報を得ることで、自分に合ったサービスを選択するこ
とができ、利用者本位のサービスの提供が推進された。

　令和３年度福祉サービス第三者評価受審費補助関係については、「令
和３年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

千円

＜事業成果＞

　小金井市精神障害者家族会（あじさい会）

　福祉団体補助
　市内８つの福祉団体に対して、地域活動の発展及び育成の見地から
補助金（１団体、７５，０００円から８０，０００円まで）を交付した。

　令和３年度福祉サービス苦情調整委員関係については、「令和３年度事
務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　福祉団体補助
　社会福祉の増進及び地域活動の発展・育成に資する。

事　業　名
款・項・目-事業番号

福祉サービス苦情調整委
員に要する経費

　市民から寄せられた苦情等の内容に関して、個々の事情に応じて、説
明・助言、調査・照会、当事者間の調整、他機関への紹介等を行い、相
談事例等の解決に努めた。

　福祉全般を対象とした福祉サービス苦情調整委員制度により、小金井市
福祉サービス苦情調整委員設置条例（平成１５年条例第８号）に基づき設
置された２人の福祉オンブズマンが、利用者からの苦情等を受けて、公正
な第三者的機関として市及び関係者からの事情聴取、調査等を行う。

＜事業内容＞

負担金・補助金

＜事業成果＞

事業内容及び成果

　小金井地区肝友会

　福祉サービス第三者評価受審費補助
　小金井市内に事業所がある福祉サービス提供事業者が、東京都福祉
サービス評価推進機構が認証した評価機関による福祉サービス第三者
評価を受審した場合に、その受審費の一部を補助する。

＜事業内容＞

　小金井市身体障害者福祉協会
　小金井市母子寡婦福祉会
　小金井市聴覚障害者協会

　小金井市遺族会
　小金井市手をつなぐ親の会
　小金井市視力障害者の会

千円
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決　算　額

3・1・1-16

3・1・1-19

3・1・1-24

千円

災害時避難行動要支援
者支援事業に要する経
費

低所得者・離職者対策事
業に要する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞

＜事業成果＞

　学習塾等受講料及び高校・大学等の受験料について無利子で貸付けを
行い、一定所得以下の世帯の中学校３年生及び高校３年生を支援する。
高校・大学等に入学できた場合、申請することで貸付金の返済が全額免
除される。

　令和３年度低所得者・離職者対策事業の状況については、「令和３年度
事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

福祉サービス総合支援事
業に要する経費

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

　新型コロナウイルス感染症の影響により、活動が大幅に制限されたもの
の、避難行動要支援者名簿を整備し、消防署、警察署、民生委員・児童委
員、自主防災組織等と情報を共有するなど災害に備えた地域の協力体制
づくりの推進を図ることができた。また、高齢者、障がいのある方等に救急
医療災害支援情報キットを給付することにより、救急及び災害時において
適切な医療及び支援を受けられる環境を整備することができた。

　令和３年度権利擁護センター運営関係については、「令和３年度事務報
告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　認知症高齢者、知的障がいのある方、精神に障がいのある方、判断能力
に不安のある方等の尊厳及び権利を守るため、利用者サポート、専門相
談並びに成年後見制度利用に関する相談及び助成を行う。また、成年後
見関係機関等との連絡会を開催し、関係機関の連携を行う。

　権利擁護及び成年後見制度に関する様々なサポート、相談等に対応
し、社会福祉の増進を図った。

＜事業内容＞
　避難行動要支援者名簿作成及び個別支援プラン作成に向けた取組を
実施するなど、災害時等に支援を必要とする高齢者、障がいのある方等が
必要な支援を受けられるための体制を整備する。また、救急医療災害支援
情報キットの配布を行い、高齢者、障がいのある方等が救急及び災害時に
おいて適切な医療及び支援を受けられる環境を整備する。

千円

　学習塾などの費用及び受験費用を貸し付けることにより、一定所得以下
の世帯の子どもの教育環境を整えることができた。
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決　算　額

3・1・1-28

3・1・1-31

１

２

3・1・1-32

　令和３年度福祉総合相談窓口の状況については、「令和３年度事務報
告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

千円

　令和３年度自立相談支援事業、家計改善支援事業、住居確保給付金、
新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金及び学習支援事業の
状況については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」
を参照

　保健福祉の推進に当たり、小金井市保健福祉総合計画の着実な実施及
び進行管理並びに取組状況の評価を行う。

福祉総合相談窓口に要
する経費

＜事業内容＞

千円
＜事業成果＞

＜事業成果＞
　地域福祉計画の進捗状況の確認及び評価を行うため、地域福祉推進
委員会を１回開催した。

生活困窮者自立相談支
援事業に要する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞
　生活困窮者の自立に向けた相談支援を行ったほか、住居確保給付金等
の支給による就職活動の支援、家計改善及び債務整理に向けた支援並
びに子どもの進学支援を行うことができた。

千円

　生活困窮者の自立に向け、包括的かつ継続的な相談支援を行うととも
に、住居確保給付金及び新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援
金の支給、家計管理及び債務整理に関する支援並びに子どもの学習支
援を行う。

保健福祉総合計画推進
事業に要する経費

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　令和２年度実績報告書を作成した。

　令和３年度地域福祉推進委員会開催状況については、「令和３年度事
務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　福祉総合相談窓口を設置し、全ての市民を対象に複合的で複雑な課題
の解決に向けた総合支援を行う。

　気軽に相談できる福祉総合相談窓口として周知を行い、多様な福祉相
談に対応した。包括化推進員１人を増員し相談体制の強化を図り、特に従
来の支援では対応が困難な複合的な課題を抱える相談については、関係
機関と連携・協働して包括的な支援を行うとともに、支援の終結まで見守っ
ている。
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決　算　額

3・1・1-33

地域福祉課関係経費
3・1・12-1(2)

千円

住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金
給付に要する経費

＜事業内容＞新生児特別定額給付金
給付に要する経費

＜事業内容＞
　地域福祉施策の推進を図るための安定的な財源の確保に資するため、
基金を積み立てる。

千円

　特別定額給付金の給付対象者とならない令和２年４月２８日から令和３年
４月１日までに生まれた子どもを育てる費用を支援するため、新生児１人に
つき１０万円を給付する。令和３年度は令和３年４月１日生まれのみ支給対
象

千円

＜事業内容＞
　（仮称）新福祉会館の利用申込み、貸出しに関する手続等について検
討・協議するため、（仮称）新福祉会館管理運営計画策定委員会を開催
し、（仮称）新福祉会館管理運営計画を策定する。

　新生児１人につき１０万円の給付を行い、子どもを育てる費用を支援する
ことができた。

＜事業成果＞

＜事業成果＞

（仮称）新福祉会館に要
する経費
3・1・11-1

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面し
た方々が、速やかに生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民税非課税
世帯等に対して１世帯当たり１０万円を「プッシュ型」で給付する。

3・1・9-1
地域福祉基金積立金

　１世帯１０万円の給付を行い、支援を行うことがができた。

＜事業成果＞

　令和３年度新生児特別定額給付金給付状況については、「令和３年度
事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　積立元金として２０７，５４１，６８８円、積立利子として７，８５８円の地域福
祉基金を積み立てた。

＜事業内容＞

　令和３年度住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付状況に
ついては、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

＜事業成果＞
　庁舎等複合施設建設事業について、市財政への影響等を考慮して、今
後の方向性等を検討することになったことから、（仮称）新福祉会館管理運
営計画策定委員会の開催を延期し、（仮称）新福祉会館管理運営計画の
策定に至らなかった。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

千円
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決　算　額

3・3・2-1

3・3・3-1

＜事業成果＞

　令和３年度生活保護法外援護の状況については、「令和３年度事務報
告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

　被保護世帯に対して、生活の安定及び自立の助長を図ることができた。

千円

＜事業成果＞

生活保護法外援護に要
する経費

＜事業内容＞

千円

　令和３年度生活保護関係の状況については、「令和３年度事務報告書」
内事務実績の「地域福祉課」を参照

　被保護世帯に対して、最低生活の保障及び自立の助長を図ることができ
た。

　被保護世帯に対し、入浴券及び図書券の給付、就職支度金及び自立促
進事業による自立支援に要する経費の一部の支給等、生活保護法（昭和
２５年法律第１４４号）に定められている以外の援護を行う。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

生活保護扶助に要する
経費

＜事業内容＞
　生活困窮のため最低限度の生活を維持できない方々に対し、必要に応
じて生活・住宅・教育・医療・介護・出産・生業・葬祭扶助を行うとともに、自
立のための扶助を行う。
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決　算　額

3・1・2-31

3・1・3-1

＜事業内容＞

3・1・2-30

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

自立生活支援課 ＜事業内容＞

千円

重症心身障害児（者）等
在宅レスパイト事業に要
する経費

　利用決定者：４人

　詳細については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「自立生活支
援課」を参照

　重症心身障害児（者）等の健康の保持及び介護する家族等の介護に係
る負担の軽減を図るため、利用対象者の居宅に訪問看護事業所から看護
師等を派遣し、医療的なケア、食事、排泄等の療養上必要な介護等を一
定時間代替する。

千円

＜事業成果＞
　年２回協議会を開催し、精神障がい者の方の支援にあたり困難となって
いる事例について、協議会委員で検討することにより専門的見地から今後
の支援方針について助言を得ることができた。

＜事業成果＞

精神障害にも対応した地
域包括ケアシステム構築
に要する経費

　精神障がいのある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをす
ることができるよう、保健、医療、福祉関係者等の連携を図り、精神障害に
も対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、当該関係者の
協議の場として、小金井市精神保健福祉連絡協議会を設置する。

＜事業成果＞
　障害者福祉センターの機械入浴は、身体障害者手帳の所持者で、その
程度が１級又は２級であり、かつ重度の障がいがある方及び自宅で入浴す
ることが困難な方が対象となっている。そのため安全面及び衛生面に配慮
することが重要であるが、適切に入替えを行うことができ、当センターの安
全な運営につなげることができた。

小金井市障害者福祉セ
ンター運営に要する経費

千円

＜事業内容＞
　障害者福祉センターの機械入浴設備について、開設当初からの利用に
より老朽化しているため入替えを行う。市内の幅広い身体機能レベルの利
用者に対応する必要があり、適切な機能を備えた安全なものとなるように
留意して入替えを実施する。
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決　算　額

4・1・2-1

千円

　ＢＣＧ予防接種を集団接種のほかに個別接種にも対応し実施したこと
で、接種機会を逸してしまう子どもを減らすことに寄与した（接種者数前年
比１０３.８％）。

　令和３年度接種者数は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「健康
課」を参照

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

健康課 ＜事業内容＞
成人歯科健康診査に要
する経費
4・1・1-21

　口腔疾患の予防及びむし歯の早期発見のため、２０から８０歳までの５歳
刻みの市民及び妊婦を対象に歯科健康診査を実施する。

課　　　　名

千円

＜事業成果＞

＜事業内容＞
　ＢＣＧ予防接種は１歳未満で接種することとされており、接種期間が短い
ことから、新型コロナウイルス等の流行により、集団接種の実施が難しく
なった場合、接種機会を逸してしまう子どもが多く出る可能性があるため、
ＢＣＧ予防接種を個別接種化する。

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、妊婦向けの一般歯科健康
診査については個別健診にて実施した。歯科健康診査の機会を提供する
ことで、市民の口腔衛生向上及び健康増進に寄与した。

　令和３年度受診数は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「健康課」
を参照

結核検診に要する経費

＜事業成果＞
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決　算　額

4・1・2-2

千円

新型コロナウイルスワクチ
ン接種に要する経費
健康課関係経費

　小金井市医師会を含む近隣四市医師会合同で運営するＰＣＲ検査セン
ター及び小金井市内でＰＣＲ検査等を行う医療機関を支援するため、補助
金等を交付した。また、感染が疑われる市民等をＰＣＲ検査センター及び
市内医療機関への搬送を実施したほか、新型コロナウイルス感染症の自
宅療養者及び濃厚接触者を対象に生活必需品等（食料品、トイレットペー
パー、おむつ、生理用品及びパルスオキシメーター）の支援を行うととも
に、生活に必要な物品の買物代行を実施した。
　
　新型コロナウイルスに関連する実績
　１　ＰＣＲ検査センター事業補助金
      小金井市医師会、６，１００千円
　２　発熱診療医療機関助成金
      交付先１件、１，０００千円
　３　感染症対策支援金
      小金井市医師会、３，８８４千円
　４　接触者外来等設備整備事業補助金
      交付先１０件、交付総額２４，７７１千円
　５　ＰＣＲ検査センター本市累計検査数
      １４４件（令和３年４月１日～１０月３１日）
　６　ＰＣＲ検査センターへの搬送実績
      ４５件（令和３年４月１日～１０月３１日）
　７　ＰＣＲ検査受検のための市内医療機関への搬送実績
      ８３件（令和３年６月７日～令和４年３月３１日）
　８　自宅療養者等生活支援物資配達実績
      １，１５９件（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）
　９　自宅療養者等買物支援実績
      １６件（令和４年１月２０日～３月３１日）

4・1・3-17

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

＜事業成果＞
　新型コロナウイルスワクチンの接種を希望する市民が迅速かつ適正に受
けられるよう、接種体制を構築した。集団接種会場・大規模接種会場を開
設するとともに、市内の接種実施医療機関に御協力いただき、接種を実施
した。

　令和３年度の接種者数は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「健
康課」を参照

＜事業成果＞

感染症予防関係に要す
る経費

＜事業内容＞

千円

　新型コロナウイルスを始めとした各種感染症のまん延防止のため、検査・
診療体制の充実、感染が疑われる市民等の搬送を行う。

＜事業内容＞
　新型コロナウイルスワクチン接種に係る接種券の作成・郵送、コールセン
ターの開設、市内医療機関での接種体制の確保及び集団接種会場・大規
模接種会場の開設・運営等の接種体制の構築を行い、ワクチン接種を希
望する市民に実施する。
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決　算　額

3・2・1-2

3・2・1-3

3・2・1-4

千円

＜事業内容＞
　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育している保護者に対して児童扶養手当を
支給する。

＜事業成果＞
　児童扶養手当を支給することにより、父又は母と生計を同じくしていない
児童が育成される家庭の生活の安定及び自立の促進に寄与するととも
に、児童の福祉の増進を図った。

　令和３年度児童扶養手当支給状況については、「令和３年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

児童扶養手当支給に要
する経費

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

子育て支援課 ＜事業内容＞
児童手当支給に要する
経費

　中学校修了前（１５歳到達後最初の３月３１日）までの児童を養育している
保護者に対して児童手当を支給する。また、児童手当の所得要件に該当
しない保護者に対して特例給付を支給する。

＜事業成果＞

千円

児童育成手当支給に要
する経費

＜事業内容＞

千円

　児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与する
とともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に寄与した。

　令和３年度児童手当支給状況については、「令和３年度事務報告書」内
事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞

　２０歳未満の障がい児及び父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、
又は父母が離婚もしくはこれと同様の状態にある１８歳に達した日の属する
年度の末日以前の児童を養育している保護者に対して児童育成手当を支
給する。

　児童育成手当を支給することにより、児童の心身の健やかな成長に寄与
した。

　令和３年度児童育成手当支給状況については、「令和３年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照
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決　算　額

3・2・1-5

3・2・1-6

3・2・1-11

　子育てに関する相談に応じながら、家事・育児の支援を行うことにより、子
育て家庭の負担を軽減し、母体の保護及び回復を促進することができた。

　令和３年度育児支援ヘルパー派遣状況については、「令和３年度事務
報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

育児支援ヘルパー派遣
事業に要する経費

千円

＜事業内容＞
　安静を要する妊婦がいる家庭又は出産直後の産婦を介助する者がいな
い家庭において、産前から出産後４か月以内（多胎児家庭は対象児が３歳
未満まで）の一定期間、育児支援ヘルパーを派遣し、子育ての負担を軽
減する。

＜事業成果＞

　愛育手当を支給することにより、未来を担う幼児の健全な育成に寄与し
た。

　令和３年度小金井市愛育手当支給状況については、「令和３年度事務
報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

乳幼児医療費助成事業
に要する経費

千円

＜事業内容＞
　６歳到達後最初の３月３１日までの乳幼児を養育している保護者に対し、
乳幼児に係る医療費の一部を助成する。

＜事業成果＞

＜事業成果＞
　乳幼児に係る医療費の一部を助成することにより、乳幼児の保健の向上
及び健やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。

　令和３年度乳幼児医療費助成状況については、「令和３年度事務報告
書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

愛育手当支給に要する
経費

＜事業内容＞

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　公的補助を受けることのできる施設を除く保育・幼児教育施設に在籍し
ている幼児（４月１日時点で３～５歳）の保護者に対して愛育手当を支給す
る。
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決　算　額

3・2・1-12

3・2・1-13

3・2・1-14

その他事務に要する経費

千円

　児童を一時的に養育することが困難になった家庭への支援を行い、児童
福祉の向上に寄与した。

　令和３年度子どもショートステイ利用状況については、「令和３年度事務
報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　子育て支援事業の一環として記念品を贈呈する。

子どもショートステイ事業
に要する経費

千円

＜事業内容＞
　保護者が疾病等により、児童を一時的に養育することが困難になった場
合に、保護者に代わり当該児童を施設で短期的に養育（宿泊）する。

　子ども及びその家族が安心して健康に生活できる地域づくりを目指し、
子育てに係る相談業務の充実を図り、要保護児童対策地域協議会を開催
して各関係機関とのネットワークを強めるなど、子ども家庭支援センターの
機能強化を行い、子育て家庭の支援を図った。
　また、ファミリー・サポート・センターについては、多数の会員登録があり、
子育て支援の多様なニーズに応えることができた。

　令和３年度子ども家庭支援センター運営状況については、「令和３年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞
　小学校新１年生の保護者１，０８７人に対し、子育て応援記念品として、図
書カード２，０００円分を贈呈した。

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

子ども家庭支援センター
運営に要する経費

＜事業内容＞

千円

　子ども及び家庭の支援に係る総合的な相談、児童虐待防止の取組、子
ども及び家庭の支援に携わる関係機関との連携並びに調整、親と子が安
心して過ごせる場の提供及び交流、地域の子育てグループ等の活動支
援、子育てボランティアの育成等、子育て情報の提供等を行うとともに、育
児の相互援助活動を行う会員組織である、ファミリー・サポート・センターを
管理する。

＜事業成果＞

＜事業内容＞

＜事業成果＞
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決　算　額

3・2・1-15

3・2・1-17

　のびゆくこどもプラン小金井（第２期小金井市子ども・子育て支援事業計
画）の進捗確認を行う。

＜事業成果＞
　令和３年度子ども・子育て会議の開催状況については、「令和３年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞
　専門的相談並びに育児及び家事の援助を通じて、適切な養育ができる
よう促した。

　令和３年度養育支援訪問事業の状況については、「令和３年度事務報
告」内事務実績の「子育て支援課」を参照

養育支援訪問事業に要
する経費

＜事業内容＞
　養育支援が必要な家庭を訪問して専門相談を行うとともに、育児支援ヘ
ルパーを派遣し、育児及び家事援助を行うことにより、適切な養育の実施
を確保する。

千円

＜事業成果＞

のびゆくこどもプラン小金
井推進事業に要する経
費

＜事業内容＞

3・2・1-16

千円

　児童に係る医療費の一部を助成することにより、児童の保健の向上及び
健やかな育成を図り、子育ての支援に寄与した。令和３年度から、小学４
年生から６年生までの保護者の所得制限を廃止し、更なる支援の充実を
図った。

　令和３年度義務教育就学児医療費助成状況については、「令和３年度
事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

義務教育就学児医療費
助成事業に要する経費

＜事業内容＞
　義務教育就学期にある児童を養育している保護者に対し、児童に係る医
療費の一部を助成する。

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号
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決　算　額

3・2・1-20

＜事業成果＞
　助成金を交付することにより、新型コロナウイルス感染症感染拡大の防止
を図るとともに、児童の安全を確保し、健全な育成に寄与した。

　令和３年度ファミリー・サポート・センター援助活動利用助成金交付状況
については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を
参照

新型コロナウイルス感染
症対策に要する経費

＜事業内容＞
　新型コロナウイルス感染症感染拡大の防止対策における幼稚園、小学
校又は保育所等の臨時休業等に伴い、ファミリー・サポート・センターの援
助活動を利用した保護者に助成金を交付する。

子育て支援課関係経費
3・2・1-29（1）

千円

＜事業成果＞
　２団体に子ども食堂推進事業補助金を交付し、財政上の支援を行った。

　子育て関係機関（施設）及び子育て・子育ち支援活動に取り組む市民活
動団体を構成員とする小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会に対
して、運営に要する経費の補助を行うことで、子育て関係機関（施設）、子
育て・子育ち支援活動団体の相互援助、総合的な情報発信等を支援し、
地域の子育て環境を整え、子どもたちの健やかな成長に資する。

＜事業成果＞

子ども食堂推進事業に要
する経費

＜事業内容＞
　子ども食堂を運営する団体に対し、その経費の一部を補助することによ
り、地域の子どもたちに食事及び交流の場を提供する取組について、安定
的な実施環境を整備し、地域に根差した活動を支援する。

　第８回子育てメッセこがねい及び講演会・学習会を開催したことにより、参
加団体も増え、団体間の相互連携も深まった。

3・2・１-27

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

＜事業内容＞小金井子育て・子育ち支
援ネットワーク協議会助
成に要する経費

千円
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決　算　額

3・2・6-3

＜事業成果＞
　医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の保健の向上に寄
与するとともに、ひとり親家庭等の福祉の増進を図った。

　令和３年度ひとり親家庭等医療費助成状況については、「令和３年度事
務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

　ひとり親家庭にホームヘルパーを派遣し、日常生活の支援等必要な
サービスを行い、ひとり親家庭の生活の安定及び福祉の向上を図った。

　令和３年度ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業利用状況について
は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

＜事業成果＞

事業内容及び成果

ひとり親家庭等医療費助
成事業に要する経費

＜事業内容＞
　父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこ
れと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童
（障がい児は２０歳未満）を養育しているひとり親家庭等に対し、医療費の
一部を助成する。

千円

＜事業内容＞
　就業・就学等の自立を促進するために必要とする場合又は日常生活を
営むのに著しく支障があるひとり親家庭に対して、一定の期間ホームヘル
パーを派遣し、生活の安定及び福祉の向上を図る。3・2・6-1

千円

母子生活支援施設入所
措置に要する経費

＜事業内容＞
　母子家庭の母が様々な理由により、児童の養育を十分にできない場合、
施設入所により保護し、居室の提供及び母子指導員による生活指導を行
う。

3・2・2-4

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

＜事業成果＞
　施設入所により保護した母子家庭の社会適応及び児童の健全育成を
図った。

　令和３年度母子生活支援施設入所費用支弁状況については、「令和３
年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

ひとり親家庭ホームヘル
プサービス事業に要する
経費
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決　算　額

3・2・8-1（2）

3・2・8-2（2）

事業内容及び成果

　ひとり親家庭におけるコロナ禍の影響を緩和し、児童の健やかな成長に
寄与した。

千円

子育て支援課関係経費

子育て支援課関係経費

＜事業内容＞
　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、低所得のひとり親
子育て世帯の実情を踏まえた生活の支援を行うため、令和３年４月分の児
童扶養手当受給者及び同手当受給者と同程度の収入状態にあるひとり親
世帯に対して、児童１人につき５万円を支給する（国制度）。

＜事業成果＞

千円

子育て世帯生活支援特
別給付金（その他世帯
分）給付に要する経費

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、低所得の子育て世
帯（ひとり親世帯を除く。）の実情を踏まえた生活の支援を行うため、児童
手当又は特別児童扶養手当受給者のうち、令和３年度分住民税均等割非
課税の方及びそれらの方と同様の収入状態にある低所得の子育て世帯に
対して、児童１人につき５万円を支給する（国制度）。

支給額
（単位：件、人、千円）

件数 人数
児童扶養手当受給者区分

事　業　名
款・項・目-事業番号

子育て世帯生活支援特
別給付金（ひとり親世帯
分）給付に要する経費

件数 人数

　子育て世帯におけるコロナ禍の影響を緩和し、児童の健やかな成長に寄
与した。

＜事業内容＞

家計急変者区分

計

＜事業成果＞

支給額

公的年金給付等受給者区分

家計急変者区分

計

児童手当・特別児童扶養手当受給者区分

（単位：件、人、千円）
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決　算　額

3・2・9-1（2）

支給額

　新型コロナウイルス感染症の影響等を踏まえ、臨時・特別の経済的支援
として、令和３年９月分の児童手当受給者、高校生相当の児童を養育して
いる方等に対して、児童１人につき１０万円を支給する（国制度）。

千円

子育て支援課関係経費

子育て世帯への臨時特
別給付金給付に要する
経費

事　業　名
款・項・目-事業番号

公務員世帯の児童手当受給者区分

＜事業内容＞

事業内容及び成果

　子育て世帯におけるコロナ禍の影響を緩和し、児童の健やかな成長に寄
与した。

（単位：件、人、千円）

＜事業成果＞

高校生等の養育者区分

児童手当受給者区分

計

件数 人数
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決　算　額

3・2・1-8

3・2・1-25

3・2・1-30

3・2・1-31

　年２回（各研修３日間）の集合型研修を実施し、延べ３３人の保育従事職
員が参加し、保育士等の専門性の向上を図ることができた。

保育職員研修に要する
経費

＜事業内容＞
　市内民間保育所等の保育従事職員を対象に、多様な課題への対応、若
手の指導等、職務内容に応じた保育士等の専門性の向上を図ることを目
的とし、国のガイドラインに基づく保育士等キャリアアップ研修を実施する。

千円

＜事業成果＞

保育従事職員宿舎借上
支援事業に要する経費

千円
＜事業成果＞

保育の質のガイドライン活
用に要する経費

千円

＜事業内容＞

＜事業成果＞

＜事業内容＞
　保育従事職員用の宿舎の借上げを行う市内民間保育所等に対して、建
物賃借料等の費用の一部を補助する。

　令和３年３月に策定した「小金井市すこやか保育ビジョン」及び「保育の
質のガイドライン」について、市内保育所等の職員に対し各保育現場での
活用方法等の周知を行う。

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

保育課 ＜事業内容＞
民間保育所助成に要す
る経費

　民間保育所等に対し補助を行い、保育内容の充実及び児童福祉の増
進を図る。

　市内民間保育所等が保育従事職員用に借り上げた宿舎に係る建物賃
借料等に補助を行うことにより、保育従事職員の人材確保及び離職防止を
図ることができた。

　市内保育所等の職員に対して、一人１冊保育の質のガイドライン（冊子）
を配布するとともに、活用事例の動画を作成し、周知を図った。
　
　周知状況等については、｢令和３年度事務報告書」内事務実績の｢保育
課｣を参照

千円
　民間保育所運営費等の補助により、民間保育所等における保育内容の
充実及び児童の処遇改善に寄与し、保育の需要に応えることができた。ま
た、幼児教育・保育の無償化後においても給食費の補助を行うなど、市民
の多様なニーズに対応し、保育サービスの向上を図る取組を充実させるこ
とができた。
　併せて、施設職員の賃金改善に係る取組の充実も図った。
　
　保育所運営費支弁状況は、｢令和３年度事務報告書」内事務実績の｢保
育課｣を参照
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決　算　額

3・2・2-2

保育施設開設及び改修
等に要する経費

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

　子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の規定に基づき、特定教
育・保育施設及び特定地域型保育施設に入所した乳幼児について、施設
における入所に係る費用を支弁する。

　待機児童の解消に向けて、認可保育所の新設等に要する経費を補助す
る。

＜事業成果＞

千円

民間保育所等運営に要
する経費

　令和４年４月に認可保育所４園（定員６１人、７３人、５０人、６７人）を開設
し、子育てしやすい環境づくりにつなげた。

＜事業成果＞

千円

＜事業内容＞

＜事業内容＞

3・2・1-32

　保育を受けている児童の処遇向上及び保育所の運営を充実することに
より、児童の健全育成を図ることができた。また、施設職員の賃金改善に係
る取組を充実することにより、人材の確保及び保育の質の向上に寄与し、
児童福祉の増進を図ることができた。

　保育所運営費支弁状況は、｢令和３年度事務報告書」内事務実績の
｢保育課｣を参照
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決　算　額

＜事業成果＞

＜事業成果＞
千円

学童保育所運営に要す
る経費

＜事業内容＞

千円

　令和２年度から継続して基本的な考え方について子どもの権利部会にて
検討し、令和３年８月に報告された審議内容に基づき、条例制定に向けて
準備を進め、令和４年２月１７日に小金井市子どもオンブズパーソン設置条
例（令和４年条例第１号）を制定した。

　保護者の就労等により、放課後日常的に保育を受けられない小学校低
学年の児童に対して、適切な指導の下で成長及び発達を促す。

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

児童青少年課 ＜事業内容＞
青少年健全育成に要す
る経費

　青少年育成指導者等に対して、家庭・学校・地域における健全育成に必
要な知識の習得及び青少年団体等の活動援助・地区委員会相互の交流
の活性化を図る。3・1・5-2

3・2・5-2

　大規模化した学童保育所のスペース不足等を解消するため、南小学校
区域で学童保育所を令和４年度に新設するための準備を行った。併せ
て、賃金改善に係る取組の充実を図った。
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決　算　額

都市計画課関係経費

8・4・1-3

　基本協定における整備期間
　平成２９年度から令和８年度までの１０か年

都市計画マスタープラン策定
　都市計画マスタープランは、平成１４年３月に、おおむね２０年後の小金
井市のまちの将来像を示すものとして策定し、その後、平成２４年３月に、
第４次小金井市基本構想（平成２３年３月策定）を踏まえ見直しを行ってい
る。当初策定からおおむね２０年を迎えるため、次期都市計画マスタープラ
ンを策定する。

千円

＜事業成果＞

　都道１３４号線整備（第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業）
　本事業は、平成２９年４月１日に東京都及び本市で締結した基本協定書
並びに用地取得委託協定書に基づく東京都からの委託事業である。
　整備対象は、都市計画道路３・４・３号線及び都市計画道路３・４・１号線
である。
　この事業の目的は、都道１３４号線の前原坂上交差点の東約２０ｍから東
へ幅員１６ｍ、延長約４７５ｍ区間（都市計画道路３・４・３号線）及び東町四
丁目西交差点を中心とした幅員１６ｍ、延長約２５０ｍ区間（都市計画道路
３・４・１号線）の道路拡幅整備を行い、東西交通の円滑化、地域住民の交
通安全及び防災機能の向上を図るものである。

　（都市計画道路３・４・１号線）令和３年度は、第２工区の６７．１９㎡及び第
４工区の５０．５７㎡を取得し、事業用地（第１工区～第５工区）の取得率は
約８６％となった。

8・2・3-2（1）

＜特記事項＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

都市計画課 ＜事業内容＞
都道１３４号線整備に要
する経費

＜事業内容＞都市計画事務に要する
経費

千円

＜事業成果＞
　令和３年度は、市民協議会（３回）を実施し、策定委員会（３回）及び庁内
検討委員会（３回）での協議を経て、都市計画マスタープラン素案を策定し
た。素案については、パブリックコメント、まちづくりサロン・パネル展示（４
回）及び市民説明会（３回）を実施し、説明動画を配信するとともに、市議
会全員協議会及び都市計画審議会で報告した。その後、令和４年８月の
都市計画マスタープラン策定に向けて、庁内検討委員会（１回）で協議し
た。
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決　算　額

8・4・1-9

8・4・1-11

千円

＜事業成果＞
　木造住宅の所有者に対し、耐震診断に要する費用の一部の助成を行っ
た。また、相談窓口の設置、無料簡易耐震診断、木造住宅耐震化リーフ
レットの配布を行い、耐震改修を促進した。

　令和３年度耐震診断、耐震改修、耐震相談及び簡易耐震診断件数は、
「令和３年度事務報告書」内事務実績の「まちづくり推進課」を参照

千円

＜事業内容＞
　震災時における避難、緊急消火活動、緊急物資の輸送等を確保するた
め、特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断、耐震補強設計、耐震改
修等の助成を行う。

＜事業成果＞
　特定緊急輸送道路沿道建築物の所有者に対し、個別に電話連絡等によ
る状況確認、制度の内容・期限についての説明等の普及啓発活動を行
い、耐震診断、耐震補強設計、耐震改修等の実施を促進し、助成を行っ
た。

　令和３年度耐震化事業実施件数は、「令和３年度事務報告書」内事務実
績の「まちづくり推進課」を参照

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

まちづくり推進課 ＜事業内容＞
木造住宅耐震助成に要
する経費

　昭和５６年５月３１日以前に着工した木造住宅の耐震診断及び耐震改修
に要する費用の一部を助成する。
　耐震改修相談窓口を設置し、耐震改修を促進する。
　無料簡易耐震診断を実施する。
　木造住宅耐震化リーフレットの配布を実施する。

ブロック塀等撤去助成に
要する経費

＜事業内容＞
　地震発生時に倒壊のおそれのある避難路に面するブロック塀等の撤去
に要する費用の一部を助成する。8・4・1-12

千円

＜事業成果＞
　ブロック塀等の所有者に対し、地震発生時に倒壊のおそれのある避難
路に面するブロック塀等の撤去に要する費用の一部の助成を行った。

　令和３年度ブロック塀等撤去助成件数は、「令和３年度事務報告書」内
事務実績の「まちづくり推進課」を参照

特定緊急輸送道路沿道
建築物耐震化助成に要
する経費
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決　算　額

8・4・1-13

住宅マスタープラン裏表紙

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

住宅マスタープラン策定
に要する経費

＜事業内容＞
　住宅マスタープラン策定委員会の実施
　住宅マスタープラン庁内検討委員会の実施
　

千円

＜事業成果＞
　令和３年度は、令和２年度にまとめた本市の住宅施策における課題、市
民からの要望等から、本市の住宅政策の総合的な計画として、小金井市
住宅マスタープランを策定した。

住宅マスタープラン表紙絵展示会住宅マスタープラン表紙絵表彰式

住宅マスタープラン表紙
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決　算　額

道路管理課関係経費
8・2・3-2（2）

8・2・3-1 ＜事業成果＞
　経年劣化等に伴う路面の補修、橋りょう長寿命化計画に位置付けられた
橋りょう補修設計等を行った。また、小金井市無電柱化推進計画に基づ
き、安全及び景観の観点から、対象路線における詳細設計を実施した。

千円

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

道路管理課 ＜事業内容＞
道路新設改良に要する
経費

　生活道路等を安全で快適に通行できるよう、維持補修工事等及び無電
柱化を推進するための検討を行う。

一般都道１３４号恋ヶ窪新田三鷹線（連雀通り）

　実績については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「道路管理課」
を参照

都道１３４号線整備に要
する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞
　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環境
の整備を図った。

　都道１３４号線（連雀通り）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地域
住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

千円

市道第１３６号線（ムサコ通り）無電柱化イメージ

　実績については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「道路管理課」
を参照
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決　算　額

道路管理課関係経費
8・2・3-3（2）

8・4・3-1

＜事業成果＞
　都市計画道路に係る工事等及び電線共同溝に係る整備を実施し、道路
機能の充実を図るとともに、快適な都市環境の整備を図った。

主要地方道１５号府中清瀬線（小金井街道）

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

主要地方道１５号線整備
に要する経費

＜事業内容＞
　主要地方道１５号線（小金井街道）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑
化、地域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

千円

　実績については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「道路管理課」
を参照

小金井都市計画道路３・４・１２号多磨墓地小金井公園線（市道第１２号線）

都市計画道路３・４・１２号
線整備に要する経費

＜事業内容＞
　都市計画道路３・４・１２号線の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地
域住民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

千円
＜事業成果＞
　都市計画道路を整備し道路機能の充実を図るとともに、快適な都市環境
の整備を図った。

　実績については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「道路管理課」
を参照
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決　算　額

１

8・1・1-3

２

１

２

第２回地域懇談会にて　説明の様子

第２回地域懇談会にて　グループワーク

＜事業成果＞

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、著しい影響を受けてい
る公共交通事業者に対し、その事業活動の継続を支援し、市民の日常
生活における移動手段を確保するため、公共交通事業者継続支援金を
交付する。

　第２回地域懇談会及び東町地域会議での検討を経て、パブリックコメ
ントへ提示する再編計画（案）及び運行ガイドライン（案）を決定した。

　バス事業者及びタクシー事業者の計１２者に対し、支援金を交付し、地
域の公共交通事業者の事業継続に寄与することができた。

　詳細については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「交通対策
課」を参照

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

交通対策課 ＜事業内容＞
コミュニティバスに要する
経費

　平成３０年度から着手したコミュニティバス再編事業の令和３年度の取
組については、新型コロナウイルス感染症の影響により進捗に遅れが生
じていることから、１年間延伸し、運行ルート・運賃等の検討を進め、パブ
リックコメントへ提示する再編計画（案）及び運行ガイドライン（案）を決定
する。

千円
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決　算　額

１
２
３

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

区画整理課 ＜事業内容＞
土地区画整理事業に要
する経費

　東小金井駅北口駅前は、周辺の基盤整備がなされないまま一部宅地化
が進んだ状況であり、駅至近の距離には貨物駅跡地等の大規模低未利
用地もあることから、地区特性を踏まえた適正な対応を図る必要がある。計
画的な都市基盤整備、土地の有効利用等を図り、本市の東部地区の地域
中心核としてふさわしい魅力ある市街地環境を創出するため土地区画整
理事業を行う。

8・4・2‐1

土地区画整理事業で整備する東小金井駅北口駅前イメージ図

千円

※　今後、関係機関との調整等により変更となる場合がある。

　仮換地指定に伴い、建物、工作物等の移転を行った。
　整地及び道路築造工事を行った。
　まちづくりニュースを発行することによって、地権者及び市民の事業に
関する疑問及び不安を軽減し、より一層の事業に対する理解を得るよう
に努めた。
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決　算　額

10・2・4-1

小金井第三小学校（昇降口庇等防水）

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

庶務課 ＜事業内容＞
学校施設整備に要する
経費

　小金井第一小学校流し台設置等改修工事ほか１２件の改修工事を行う。

＜事業成果＞

千円

小学校屋内運動場等トイレ改修工事
合計

小金井第四小学校トイレ改修工事
小金井第四小学校屋内運動場渡り廊下塗装等改修工事
小金井第四小学校給食室グリストラップ改修工事
小金井第四小学校自動火災報知設備改修工事

南小学校受変電設備改修工事
緑小学校流し台設置等改修工事

本町小学校散水用井戸設備等改修工事

小金井第一小学校流し台設置等改修工事

緑小学校トイレ改修工事
緑小学校東側鉄骨階段改修工事

工事請負費 （単位：円）

小金井第一小学校西倉庫屋上防水等改修工事
小金井第三小学校本校舎昇降口庇等防水工事
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決　算　額

10・3・4-1

学校施設整備に要する
経費

千円

南中学校（男子トイレ）

合計

（単位：円）

東中学校北西側校門擁壁改修工事
緑中学校トイレ改修工事
南中学校トイレ改修工事
中学校屋内運動場等トイレ改修工事

小金井第一中学校屋内運動場防水改修工事
小金井第一中学校屋内運動場トイレ改修工事

工事請負費
＜事業成果＞

　小金井第一中学校屋内運動場防水改修工事ほか５件の改修工事を行
う。

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号
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決　算　額

10・2・1-2（2）

10・3・1-2（2）

10・2・2-1

10・3・2-1

　令和３年８月には市内全ての中学校屋内運動場にバズーカ式エアコン
を、増加した小中学校の普通教室にはＧＨＰエアコンを導入し、稼働を開
始した。これにより、酷暑化の進む中で、児童・生徒の健康の維持及び防
災拠点の機能強化に対応できた。

＜事業内容＞
　市立小中学校に導入した児童・生徒用の端末が安定して稼働するよう、
増加した教室の高速インターネット環境を構築・維持する。

＜事業成果＞
　令和４年３月には新年度に対応できるだけのインターネット環境を構築
し、必要となるコンテンツ等も確保したため、児童・生徒が授業で利用でき
る環境を構築・維持することができた。

屋内運動場エアコン（小金井第一中学校）

千円

端末を使用した授業の様子

学校運営に要する経費
学務課関連経費

千円

教育振興に要する経費

千円

教育振興に要する経費

事業内容及び成果

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号

学務課 ＜事業内容＞
学校運営に要する経費
学務課関連経費

　既に導入済みの小学校９校と同様のバズーカ式のエアコンを市内中学
校の屋内運動場に設置する。
　また、小中学校の普通教室（学級数増分）にＧＨＰエアコンを導入する。

千円
＜事業成果＞
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決　算　額

10・2・3-3

10・3・3-3
　給食調理業務の民間委託によって生み出された財源を活用し、定期的
な大型備品の入替え、強化磁器食器の補充を行った。

小金井第四小学校
前原小学校
南小学校

東中学校
南中学校

炊飯器

学校名 購入品

学校給食に要する経費

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

＜事業内容＞
　給食用強化磁器食器、食器消毒保管庫、オーブン、炊飯器、回転釜を
購入する。

＜事業成果＞

小金井第二中学校
食器消毒保管庫、スチームコンベクションオー
ブン

千円

学校給食に要する経費

強化磁器食器
回転釜
強化磁器食器

千円

食器消毒保管庫
（小金井第二中学校給食室）

スチームコンベクションオーブン
（小金井第二中学校給食室）

食器消毒保管庫
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決　算　額

１
10・1・3-2

２

１

２

10・1・3-10

千円

　全市立中学校に配置した部活動指導員による技術的な指導及び助言、生
徒引率並びに顧問のサポートが行われたことにより、部活動の活動内容が
充実したとともに、顧問教員の勤務時間の削減等、働き方改革に寄与するこ
とができた。

　学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第７８条の２に基づく
部活動指導員を配置し、教員の働き方改革の推進及び部活動における指
導の充実を図る。

千円

＜事業成果＞

　いじめ問題対策委員会を２回開催する中で、小金井市いじめ防止基本方
針の改定に向けての答申を得るなど、いじめ防止対策のより一層の充実を
図った。

千円

中学校部活動に要する
経費

＜事業内容＞

　児童・生徒、保護者及び教員の相談に応じる体制の充実を図ることがで
きた。

　特別な支援を必要とする児童・生徒が置かれた環境への働きかけ及び
子ども家庭支援センター等関係機関とのネットワークの構築及び連携をと
ることができた。

＜事業成果＞

健全育成に要する経費
10・1・3-8

＜事業内容＞
　小金井市いじめ防止対策推進条例（令和２年条例第３３号）第１２条の規
定により設置される小金井市教育委員会いじめ問題対策委員会におい
て、いじめの防止等のための対策の推進について調査審議し、答申する
ほか、重大事態が発生した場合には、調査を行い、その結果を教育委員
会に報告する。

　虐待、いじめ及び不登校の未然防止並びに特別な支援を必要とする児
童・生徒を取り巻く環境の改善を図るため、学校、関係機関等を巡回する
スクールソーシャルワーカーを配置する。

＜事業成果＞

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

指導室 ＜事業内容＞
　児童・生徒、保護者及び教員を対象とした学校教育相談の一環として、
専門的知識及び経験を有するスクールカウンセラーを全市立小中学校に
配置する。

教育相談に要する経費
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決　算　額

１

２

３

１

２

３

＜事業成果＞
　オリンピック・パラリンピック教育推進事業
　オリンピック・パラリンピック開催に関連し、ブラインドサッカー等各種ス
ポーツの体験、トップアスリートによる講演、外国語指導、日本の伝統文化
体験等を実施することで、児童・生徒の心身の健全な育成に寄与した。

　スクール・サポート・スタッフ
　市立小中学校１４校に配置し、授業準備などの事務作業を行うことで、教
員の働き方改革として一定の成果が得られた。

　副校長補佐
　副校長補佐を市立小中学校１１校に配置し、副校長を補佐することで、
副校長の働き方改革として一定の成果が得られた。

　外国語授業について、授業数の約半分の時数にＡＬＴを配置することで、
発音、会話等の教育を効果的に行うとともに、異文化コミュニケーション能力
の向上及び国際理解の推進を図ることができた。

　スクール・サポート・スタッフ
　教員の負担軽減を図り、児童・生徒への指導、教材研究等に注力できる
体制を整備するため、授業準備等をサポートする人材を配置する。

　副校長補佐
　副校長の負担軽減を図り、学校運営・人材育成等に注力できる体制を
整備するため、会計年度任用職員（１日４時間・週５日勤務）を配置する。

その他教育指導等に要
する経費

＜事業内容＞
　オリンピック・パラリンピック教育推進事業
　オリンピック・パラリンピック教育を市立小中学校で展開することにより、児
童・生徒の心身の健全な育成を図る。

10・1・3-17

千円

＜事業成果＞

千円

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

語学指導に要する経費
10・1・3-11

＜事業内容＞
　市立小中学校の外国語授業の内容を充実させるため、外国人英語指導
助手（ＡＬＴ）を配置し、発音、会話等の教育を効果的に行う。
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決　算　額

１

２

１

２

１
10・1・3-20

２

１

２

千円

　教育相談所
　令和３年度相談件数等については、「令和３年度事務報告書」内事務実
績の「指導室」を参照

　特別支援教育の充実
　特別支援学級（小学校３校及び中学校２校）及び特別支援教室（全小学
校）において、個別指導計画に基づく指導を行う。また、中学校に新たな
特別支援教室を設置する。

　医療的ケアの実施
　学校において医療的ケアが必要な児童・生徒の教育の充実を図るた
め、市立小中学校への訪問看護による医療的ケアを実施する。

　もくせい教室
　東京学芸大学と連携し、施設を同大学敷地内に試行的に移転するととも
に、ボランティア学生の活用等同大学の協力も得て、教室運営を進めるこ
とができた。
　令和３年度実績等については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の
「指導室」を参照

　特別支援教育の充実
　全市立小中学校に特別支援教育学習指導員又は特別支援教育支援
員を１人配置することで、各校の状況に応じた指導体制の充実を図ること
ができた。特別支援教室については、在籍校教員と巡回指導教員との連
携により、特別な配慮を要する児童・生徒への効果的な支援を実施でき
た。また、緑中学校を拠点校として、市内全中学校に係る特別支援教室を
新たに設置した。

　医療的ケアの実施
　訪問看護による医療的ケアを実施することで、安心で安全な教育を提供
できたことに加え、学校や医療機関等との連携により、医療的ケア児の受
入体制を構築することができた。

＜事業成果＞

特別支援教育に要する
経費

＜事業内容＞

千円

指導室関連教育施設に
要する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号

10・1・3-18
　教育相談所
　幼児から高校生までの子ども及びその保護者の教育に関する悩みや不
安などについて、電話、面接等による教育相談を実施し、支援を行う。

　もくせい教室
　心理的要因等により登校できない児童・生徒に対して、個々の状況に応
じた必要な支援を行い、不登校児童・生徒の社会的自立に資する。
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決　算　額

10・1・3-21
　地域とともにある学校づくりを目指して、地方教育行政の組織及び運営に
関する法律（昭和３１年法律第１６２号）に基づく学校運営協議会を設置し、
学校、地域及び保護者が主体的に児童・生徒の育成に取り組む。

＜事業成果＞
　従来の緑小学校に加え、小金井第一小学校、前原小学校及び南中学校
に新たにコミュニティスクール制度を導入した。
　コミュニティスクール制度導入各校において、学校運営協議会を開催し、
学校経営方針、学校評価、学校関係者評価、地域学校協働活動等につい
て協議を行い、地域とともにある学校づくりを推進することができた。

学校運営協議会に要す
る経費

千円

＜事業内容＞

事業内容及び成果
事　業　名

款・項・目-事業番号
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決　算　額

課　　　　名

＜事業成果＞
　新型コロナウイルス感染症の影響により臨時休館期間（令和３年４月２６
日～６月２０日）があったが、青少年の育成に関する事業として、自然体験
教室、天体観測等が行われた。

　令和３年度活動状況の詳細は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の
「生涯学習課」を参照

＜事業成果＞
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のために授業後に行われている消
毒活動の手伝い、うさぎ小屋の清掃並びに授業及び課外活動の支援、地
域防犯活動等を行った。また、補講教室等の地域未来塾も実施した。

　令和３年度活動状況の詳細は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の
「生涯学習課」を参照

少年自然の家維持管理
に要する経費

＜事業内容＞

千円

　※新型コロナウイルス感染症の影響により、実施回数が予定より減少

10・4・5-1
　少年自然の家（小金井市立清里山荘）は、恵まれた自然環境の中で、心
身ともに健全な少年の育成を図るとともに、市民の保養所として開設されて
いる。平成１８年９月から指定管理者制度を導入し運営している。

10･4･1-10

　令和３年度活動状況の詳細は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の
「生涯学習課」を参照

千円

地域学校協働活動推進
事業に要する経費

＜事業内容＞
　令和２年度からコミュニティ・スクールの実施に合わせて、地域学校協働
活動推進事業を開始。地域学校協働活動は、幅広い地域住民、企業・団
体等の参画により、地域全体で未来を担う子どもたちの成長を支え、地域
を創生するための活動で、授業等の支援、課外活動の支援、放課後の活
動等を行う。令和３年度は小金井第一小学校、緑小学校及び前原小学校
で実施

実施回数 参加者
48人 3,450人 623回 49,820人

10･4･1-9

千円

＜事業成果＞
ボランティア 有償スタッフ

　平成１９年度から文部科学省及び東京都の補助事業として実施。放課後
子どもプラン事業は、「放課後子ども教室推進事業（放課後子ども教室）」
及び「放課後児童健全育成事業（学童保育）」の２事業を一体的又は連携
して実施する事業である。「放課後子ども教室」は放課後、週末等に小学
校の校庭・教室などの施設を活用し、地域の方及び保護者の参画を得
て、子どもたちが学習・スポーツ・文化活動等を通して地域社会と交流し、
心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進し、安全・安心な子どもの居
場所づくりを実施する。学童保育所と連携しながら事業を進める。

事　業　名
款・項・目-事業番号

生涯学習課

事業内容及び成果

放課後子どもプラン事業
に要する経費

＜事業内容＞
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決　算　額

１
10・5・1-2

２

10・5・1-3

　各種スポーツ教室等の指導、レクリエーション活動等の応援、ニュース
ポーツの技術を習得し普及する。
　各研修会に参加することによりスポーツ推進委員の資質の向上を図
る。

千円

市民体育祭に要する経
費

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

千円

＜事業内容＞
　スポーツの普及、健康増進及び地域の交流を図ることを目的に各種ス
ポーツ教室、各種大会を開催する。

スポーツ教室・各種大会
に要する経費

　市民を対象にスポーツを通じ健康の維持増進を図ることを目的に、ス
ポーツ・レクリエーションを含む２７団体が大会を実施する。

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により一部中止となったものの、２
７種目のうち１０種目の大会を実施し、延べ２，７１０人が参加した。

　市民体育祭の詳細については、「令和３年度事務報告書」内事務実績の
「生涯学習課」を参照

＜事業成果＞

スポーツ推進委員に要す
る経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞
　スポーツ推進委員定例会６回、研修会６回及びニュースポーツ出前教室
２回を実施。また、「スポーツ推進委員協議会だより」を２回発行した。

　令和３年度スポーツ推進委員定例会議及び研修会の内容については、
「令和３年度事務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照

＜事業内容＞

10・5・1-4

千円

＜事業成果＞
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、シニアスポーツフェスティ
バルや野川駅伝大会などの大会は中止となったものの、水泳教室等の一
部事業及び大会選手派遣事業を実施し、延べ１，３２０人が参加した。
　東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に合わせ、総合体
育館で開催した「スポーツフェスティバル」では、パラリンピック競技及びレ
クリエーションスポーツの体験コーナーを設け、延べ１，０５７人が参加し
た。
　また、パラリンピック競技の普及啓発として、ボッチャ教室及び「こがねい
ボッチャ大会」を開催し、大会には１６チーム６１人が参加した。

　令和３年度各種スポーツ教室及び大会の参加者数は、「令和３年度事務
報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照
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決　算　額

　スポーツ個人開放校では、市民が気軽にスポーツを楽しめるように市立
小・中学校４校の体育館等を開放し、卓球・バドミントン・剣道・柔道の４種
目を指定し、実施した。栗山公園健康運動センターの大規模修繕及び新
型コロナウイルス感染症の影響により一部中止となった事業が生じたもの
の、延べ６，１９３人の利用があった（前年度比１，７７８人増）。

　令和３年度スポーツ開放校利用者数等は、「令和３年度事務報告書」内
事務実績の「生涯学習課」を参照

スポーツ開放・学校開放
に要する経費

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

　市内の体育施設等を広く市民に開放し、スポーツを楽しむ場所を提供し
ている。スポーツ個人開放校・一中クラブハウス開放・南中テニスコート夜
間開放事業を実施している。また、毎週土曜日に小・中学生を対象とした
土曜スポーツクラブ及びプール無料開放（栗山公園健康運動センター）を
実施している。

10・5・1-5

千円

事　業　名
款・項・目-事業番号

　（公財）小金井市体育協会は、３５団体を擁し、市民が気軽に参加できる
各種大会を開催し、市のスポーツ振興に大きな役割を果たした。
　ＮＰＯ法人黄金井倶楽部は、地域住民が主体の団体であり、市民の生涯
スポーツを通じて、各自の健康、体力の維持・向上を図るための事業を
行った。

＜事業内容＞
10・5・1-6 　（公財）小金井市体育協会及び総合型地域スポーツクラブＮＰＯ法人黄

金井倶楽部に対する事業費及び事務費を補助する。

＜事業成果＞

事業内容及び成果

負担金・補助金
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決　算　額

10･5･1-8

パラリンピック聖火リレー
「小金井の火」採火式の様子

小金井市東京２０２０大会報告会

千円

応援メッセージ撮影に御協力いただいた
アーティスト「Ｅｖｅｒｌｙ（エバリー）」

東八道路を走行する自転車競技
ロードレース出場選手（女子）

＜事業成果＞
　令和３年７月１４日に予定していた小金井市内でのオリンピック聖火リレー
公道走行は中止となったものの、ミニセレブレーション等でパフォーマンス
を予定していた団体による出場選手たちへの応援メッセージの撮影会及
びサポートランナーを招いたイベントを開催した。
　同年７月２４及び２５日には、新型コロナウイルス感染症対策を講じた上
で、オリンピック自転車競技ロードレースが開催され、市民がコース沿道で
観戦し、間近でオリンピックに触れる機会となった。また、大会当日は、ボラ
ンティア（コースサポーター）として各日１００人の方に御協力いただいた。
　同年８月２０日には、パラリンピック聖火リレーに際し、聖火の種火の一つ
となる「小金井の火」採火式をＳＯＣＯＬＡ武蔵小金井クロス（クロスコート）
で開催した。感染症対策として、関係者のみでの開催となった。
　同年１０月３１日には、小金井市ゆかりのアスリートで大会に出場された吉
田健人選手（オリンピックフェンシング・サーブル男子）・小田島理恵選手
（パラリンピック車いすバスケットボール女子）、公道走行を予定していたオ
リンピック・パラリンピック聖火ランナーを招き、小金井市東京２０２０大会報
告会を開催し、７６人が参加した。また、会場に来られなかった市民も報告
会の様子を見られるよう、映像を編集し市ＨＰに公開した。

＜事業内容＞

事業内容及び成果

　東京２０２０オリンピック・パラリンピックの開催に際し、オリンピック聖火リ
レー及びミニセレブレーション、オリンピック自転車競技ロードレース、パラ
リンピック聖火リレー採火式等を開催し、市民がオリンピック・パラリンピック
に触れられる機会を創出する。
　また、大会終了後に、オリンピック・パラリンピックに出場した小金井市に
ゆかりのあるアスリートを招いた小金井市東京２０２０大会報告会を開催す
る。

事　業　名
款・項・目-事業番号

東京２０２０オリンピック・パ
ラリンピック推進に要する
経費
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決　算　額

10・5・2-2

＜事業成果＞

総合体育館維持管理に
要する経費

＜事業内容＞

千円

＜事業成果＞

10･5･1-10

千円

　スポーツ推進審議会を新たに設置し、令和４年２月１４日に令和３年度第
１回スポーツ推進審議会を開催した。
　主な議題として、令和４年度に改定予定の「第２期小金井市スポーツ推
進計画」について策定スケジュール・アンケートの実施方法等の説明を行
い、協議を実施した。

事業内容及び成果

　上水公園運動施設等を市民のスポーツ、レクリエーションの使用に供し、
活動の場の確保及び環境の整備を行う。10・5・2-1

千円

上水公園運動施設等維
持管理に要する経費

＜事業内容＞

＜事業成果＞
　総合グラウンド２面（延べ３０，７３４人）及びテニスコート２面（延べ８，４２８
人）並びに一中テニスコート２面（延べ１，０３３人）の貸出しを行った。新型
コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和３年４月２７日から同年５月１１
日まで、施設の臨時休場を行った。
　また、テニスコート２面、一中テニスコート２面について、クレーコートの整
地等の整備工事を行った。
　
　令和３年度利用状況は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「生涯
学習課」を参照

　総合体育館を市民のスポーツ及びレクリエーションの使用に供し、活動
の場の確保及び環境の整備を行う。施設の運営及び管理については、指
定管理者によるものとする。

　総合体育館の各施設を一般開放（個人・団体）及び各種大会に貸出しを
行った（延べ１８５，３９７人）。新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、
令和３年４月２７日から同年５月３１日まで、施設の臨時休館を行った。

　令和３年度利用状況は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「生涯
学習課」を参照

事　業　名
款・項・目-事業番号

スポーツ推進審議会に要
する経費

＜事業内容＞
　スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第３１条に基づき、スポーツ推
進審議会を設置し、小金井市スポーツ推進計画その他のスポーツの推進
に関する重要事項を調査審議する。
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決　算　額

事　業　名
款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

栗山公園健康運動センター大規模改修工事

＜事業成果＞

小金井市テニスコート場
維持管理に要する経費

　テニスコート（市内延べ４０，２６８人、市外延べ２，０３９人）の貸出しを行っ
た。
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和３年４月２７日から同年
５月１１日まで、施設の臨時休場を行った。

　令和３年度利用状況は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「生涯
学習課」を参照

＜事業内容＞

千円

　栗山公園健康運動センターを市民のスポーツ等の使用に供し、活動の
確保及び環境の整備を行う。施設の運営及び管理については、指定管理
者によるものとする。

　栗山公園健康運動センター内の各施設を一般開放（個人・団体）に貸出
しを行った（延べ３１，２１３人）。
　また、長期修繕計画に基づき、令和３年１０月１日から令和４年３月３１日
まで全館休館し、内装・屋上防水改修、受変電設備・分電盤改修、照明Ｌ
ＥＤ化改修、プールろ過設備改修、トイレ洋式化、空調機器・換気設備改
修、自動制御設備改修等の栗山公園健康運動センター大規模改修工事
を実施した。

　令和３年度利用状況は、「令和３年度事務報告書」内事務実績の「生涯
学習課」を参照

10・5・2-3
　テニスコート場を市民のスポーツの使用に供し、活動の場の確保及び環
境の整備を行う。

＜事業成果＞

栗山公園健康運動セン
ター維持管理に要する経
費

＜事業内容＞

10・5・2-4

千円
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決　算　額

10・4・2-2

公民館維持管理に要す
る経費

　公民館５館の管理運営、各種点検、修繕等を実施し、適切な維持管理を
行う。

東センターのステップリフト

＜事業成果＞
　東センターにステップリフト（階段昇降機）を設置し、足の不自由な方等の
移動手段を確保することにより、利用者の利便性向上につながった。

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

公民館 ＜事業内容＞
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決　算　額

2・4・3-1

2・4・3-2

2・4・4-1

2・4・4-2 小選挙区選出議員選挙

比例代表選出議員選挙

最高裁判所裁判官国民審査

　東京都議会議員任期満了に伴い、令和３年７月４日投票、即日開票を行
う。

都議会議員選挙啓発に
要する経費

＜事業成果＞

千円

課　　　　名
事　業　名

款・項・目-事業番号 事業内容及び成果

選挙管理委員会事務局 ＜事業内容＞
都議会議員選挙に要す
る経費

当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票率(%)

男 女 計 男 女 計 男 女 計

衆議院議員選挙啓発に
要する経費 ＜事業成果＞

＜事業内容＞衆議院議員選挙に要す
る経費 　衆議院議員任期満了に伴い、令和３年１０月３１日投票、即日開票を行

う。

千円

千円

千円
男 女 計 男 女 計 男 女 計

当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票率(%)

当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票率(%)

男 女 計 男 女 計 男 女 計

当日有権者数（人） 投票者数（人） 投票率(%)

男 女 計 男 女 計 男 女 計

－ 90 －



国民健康保険特別会計
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令和３年度小金井市国民健康保険特別会計決算概要

国民健康保険制度は、被用者保険制度とともに国民皆保険制度を支える医療保険制

度の基盤として、地域住民への医療の提供及び健康の保持増進に寄与する重要な役割

を果たしていますが、他の医療保険に比べて年齢構成及び医療費水準が高く、所得水

準が低いという構造的な課題を抱えております。また、高齢化の進展及び医療技術の

高度化等により医療費が増大し、厳しい財政状況が続いております。

このような状況の下、制度の持続可能性を高めるため、大規模な制度改革が実施さ

れ、平成３０年度から都道府県が市区町村とともに国民健康保険の保険者となりまし

た。都道府県は国民健康保険制度の安定的な財政運営及び効率的な事業運営の確保等

において中心的な役割を担い、市区町村は引き続き地域住民との身近な関係の中、地

域におけるきめ細かい事業を実施し、保険者機能の更なる推進が求められています。

本市の国民健康保険においては、被保険者数は減少していますが前期高齢者の割合

が増加し、被保険者一人当たりの保険給付費が増加するなど依然として厳しい財政運

営が続いており、財政の健全化は喫緊の課題となっています。

そのため、保健事業の拡充及び医療費の適正化を推進するとともに国民健康保険税

率の見直しを行い、徴収に力を入れるなど国保財政の健全化に努めた結果、令和２年

度に引き続き実質収支が黒字となりました。

本市の状況ですが、年間平均被保険者数は２万２，３４４人で、これを前年度と比

較すると３２６人の減となりました。

予算規模は、当初予算１０１億５２１万８千円に４回の補正予算７億１５５万９千

円を加え、予算総額は１０８億６７７万７千円となりました。これに対する決算額は、

歳入総額が１０７億１，２２５万７千円で前年度対比６．３％の増、歳出総額が１０

５億２，８８６万５千円で前年度対比５．８％の増となりました。この結果、歳入歳

出差引となる形式収支は、１億８，３３９万２千円で、翌年度への繰越財源がないた

め、実質収支も同額となりました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 国民健康保険税は、収入額が２４億１，８７１万円で前年度対比１．０％の増に

なりました。主な要因は、被保険者数の減少が想定よりも少なかったことに加え、

収入率の向上によるものです。

収入率（純収入額ベース）は、現年課税分が９７．７％で前年度を０．７ポイン

ト上回りました。また、滞納繰越分は３６．２％で前年度を２．９ポイント上回り、

全体では９３．６％で前年度対比１．４ポイントの増となりました。

国民健康保険税の徴収業務は、納税課において、市税と統合して徴収業務を実施

することにより、体制の強化を図るとともに、新型コロナウイルス感染症の影響に

より収入が減少した被保険者等に国民健康保険税の減免を実施し、滞納解消に努め
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ました。

② 国庫支出金は、４，２４２万円で３８．１％の減となりました。新型コロナウイ

ルス感染症の影響により収入が減少した被保険者等に係る国民健康保険税の減免実

績が前年度より減少したため、減免実績に応じて交付される災害臨時特例補助金が

減額されたためです。

③ 都支出金は、７１億１，０９４万１千円で前年度対比８．８％の増となりました。

保険給付費の増加によるものです。

④ 繰入金は、９億９，８１９万２千円で前年度対比０．１％の減となりました。保

険基盤安定繰入金が前年度対比０．９％の増、職員給与費等繰入金が８．６％の増、

出産育児一時金繰入金が２７．２％の増、その他一般会計繰入金が４．９％の減と

なったことによるものです。

⑤ 繰越金は、１億２，０９４万円で前年度対比１７４．５％の増となりました。

⑥ 諸収入は、２，１０１万４千円で前年度対比３８．２％の減となりました。

次に歳出の主な内容は、次のとおりです。

① 総務費は、１億８，４６８万９千円で前年度対比７．０％の増となりました。こ

の主な要因は、保険証の一斉更新（隔年）の経費が増となったことによるものです。

② 保険給付費は、６７億２，４００万１千円で前年度対比８．９％の増となりまし

た。主な内訳では、療養諸費が５８億３，９９３万２千円で前年度対比８．７％の

増、高額療養費が８億３，５８９万２千円で前年度対比１０．１％の増、出産育児

諸費が３，３１４万９千円で前年度対比２７．５％の増となりました。被保険者数

は長期的に減少傾向にありますが、令和２年度はコロナによる受診控えで減少した

ものの、コロナ前の令和元年度と比較して、保険給付費が増加傾向にあることによ

るものです。

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、傷病手当金として３２

万４千円を給付しました。

③ 国民健康保険事業費納付金は、東京都が市区町村に支払う保険給付に係る費用の

財源となり、東京都が確定した額を納付するもので、３３億６，００８万４千円で

前年度対比２．０％の減となりました。

④ 保健事業費は、１億２，８４５万３千円で前年度対比８．９％の増となりました。

健幸チャレンジ事業の参加者数を拡大して実施しました。

⑤ 基金積立金は、１，２０９万６千円で、前年度対１７４．４％の増となりました。

⑥ 諸支出金は、１億１，９５４万３千円で前年度対比１２５．０％の増となりまし

た。主な要因は、普通交付金等の返還金の増によるものです。

今後は、東京都の策定した東京都国民健康保険運営方針及び小金井市国民健康保険

財政健全化計画に沿いながら、国や都の動向等を注視し、財政運営の改善に努め、国

民皆保険制度の根幹をなす国民健康保険制度の維持を図ってまいります。
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令和３年度国民健康保険特別会計決算款別構成

国民健康保険税

億 万 円

（ ）

使用料及び手数料

万 円

（ ）

都支出金

億 万 円

（ ）

財産収入

円

（ ）

繰入金

億 万 円

（ ）

繰越金

億 万 円

（ ）

諸収入

万 円

（ ）

国庫支出金

万円

（ ）

総務費

億 万 円

（ ）

保険給付費

億 万 円

（ ）

国民健康保険事業費納付金

億 万 円

（ ）

保健事業費

億 万 円

（ ）

基金積立金

万 円

（ ）

公債費

億 万 円

（ ）

諸支出金

億 万 円

（ ）

予備費

億 万 円

（ ）

繰上充用金

万 円

（ ）

歳 出
億 万 円

歳 入
億 万 円
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国民健康保険特別会計予算執行状況
歳入

区分

款別
予算現額

（円）

調定額

（円）

収 入 済 額
不納欠損額

（円）金額（円） Ａ
収入率（％）

対予算現額 対調定額

１国 民 健 康 保 険 税

２使用料及び手数料

３国 庫 支 出 金

４都 支 出 金

５財 産 収 入

６繰 入 金

７繰 越 金

８諸 収 入

歳入合計

歳出

区分

款別

予算現額

（円）

支出済額
不用額（円）

金額（円） Ｂ 執行率（％）

１総 務 費

２保 険 給 付 費

３国民健康保健事業費納付金

４保 健 事 業 費

５基 金 積 立 金

６公 債 費

７諸 支 出 金

８予 備 費

歳出合計
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年間平均被保険者数 人

収入未済額

（円）

予算現額に比し増減

（円）

Ａの構成比（％） 被保険者 人当たり額（円）

Ａの前年度比較

（％）本年度 前年度 本年度 前年度 比 較

△

△ △

△

△ △

△ △

△ △ △

△

Ｂの構成比（％） 被保険者 人当たり額（円） Ｂの前年度比較

（％）本年度 前年度 本年度 前年度 比較

△ △

‐
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財
源
内
訳

（
単
位
：
千
円
、
％
）

財
源
内
訳

科
目

特
定

財
源

一
般

財
源

国
庫
支
出
金

都
支
出
金

そ
の

他
計

科
目

決
算
額

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
総
務
費

２
保
険
給
付
費

３
国
民

健
康

保
険

事
業

費
納

付
金

４
保
健
事
業
費

５
基
金
積
立
金

６
公
債
費

７
諸
支
出
金

歳
出

合
計

性
質
別
分
類

（
単
位
：
千
円
、
％
）

区
分

科
目

人
件

費
物

件
費

扶
助
費
・
補
助
費
等

そ
の
他

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
総
務
費

２
保
険
給
付
費

３
国
民

健
康
保
険

事
業

費
納
付

金

４
保
健
事
業
費

５
基
金
積
立
金

６
公
債
費

７
諸
支
出
金

歳
出

合
計
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国民健康保険事業の主な概要は次のとおりです。

１ 被保険者

⑴ 世帯数・被保険者数

（単位：人）

種 別

区 別
前年度末現在 本年度中増減 本年度末現在 年間平均

世 帯 数 世帯 △

被
保
険
者
数

総 数 △

一般被保険者 △

退職被保険者等

⑵ 世帯・被保険者加入割合

世 帯 数 人 口

総世帯数 国保世帯数 加入割合 総人口 被保険者数 加入割合

世帯 世帯 人 人

（注）総世帯・総人口は、 月 日現在（外国人を含む。） 国保世帯数・被保険者数は、年間平均

２ 保険給付

被保険者の疾病・負傷・出産・死亡等について療養の給付・療養費・高額療養費・出産育児一時金・葬祭

費・移送費の給付を行いました。

⑴ 療養の給付

被保険者が保険医療機関等で受けた療養の給付の費用に対し、義務教育就学前の被保険者については８

０％、７０歳以上の被保険者については７０％又は８０％、その他の被保険者については７０％の給付を

行いました。

（一般被保険者分）

事 項

種 別
件 数 日 数 費 用 額

医科
入院 件 日 円

入院外 件 日 円

歯科 件 日 円

薬剤 件 （ ） 円

食事療養費 （ ） （ ） 円

訪問看護 件 日 円

計 件 日 円

（注）「計」には（ ）を含まない。
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（退職被保険者等分

事 項

種 別
件 数 日 数 費 用 額

医科
入院 件 日 △ 円

入院外 件 日 円

歯科 件 日 円

薬剤 件 （ ） 円

食事療養費 （ ） （ ） 円

訪問看護 件 日 円

計 件 日 円

（注）「計」には（ ）を含まない。

（診療費諸率：医科・歯科分）

事 項

年 度

１人当た

りの件数
１件当たり日数 １件当たり費用額 １日当たり費用額 １人当たり費用額

一
般
被
保
険
者

令和２年度 件 日 円 円 円

令和３年度 件 日 円 円 円

増加率（％ △

退
職
被
保
険
者
等

令和２年度 件 日 円 円 円

令和３年度 件 日 円 円 円

増加率（％ △ △ △ △

⑵ 療養費

療養費は療養の給付を行うことが困難であると認めるとき、緊急その他やむを得ない理由により保険医

療機関外で受診したとき、又は緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提出しないで保険医療機

関等で受診したときに療養の給付に代えて支給しました。

（一般被保険者分）

事 項

種 別
件 数 費 用 額

医科・歯科・薬剤 件 円

補装具 件 円

接骨 件 円

針・灸 件 円

その他 件 円

計 件 円
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（退職被保険者等分）

事 項

種 別
件 数 費 用 額

医科・歯科・薬剤 件 円

補装具 件 円

接骨 件 円

針・灸 件 円

その他 件 円

計 件 円

⑶ 高額療養費

被保険者が保険医療機関で療養を受けたとき、１か月の診療費が自己負担限度額を超えた額について高

額療養費として支給しました。

種 別

区 分

合算分 単独分 計

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

一般被保険者 件 円 件 円 件 円

退職被保険者等 件 円 件 円 件 円

⑷ その他の給付

被保険者の出産・死亡・移送等に関して、次の支給を行いました。

区 分

種 別
単 価 件 数 支 給 額

移送費 － 件 円

出産育児一時金 円 件 円

葬祭費 円 件 円

結核・精神医療給付金 － 件 円

傷病手当金 件 円

合 計 円

（注）件数について、直接支払制度を利用の場合は、直接支払分の支出で１件とし、差額分のみ支給済みの場合は含まない。
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３ 国民健康保険事業費納付金

国民健康保険事業に要する費用に充てるため国民健康保険事業費納付金を支払いました。

４ 保健事業

被保険者の健康の保持増進のため生活習慣病予防に重点をおいた特定健康診査等を実施し、総合健康診査

（人間ドック）等の利用者に対して利用料金の一部を補助しました。

⑴ 特定健康診査・特定保健指導

特定健康診査 特定保健指導

受診者数 委託料 動機付け支援利用者数 積極的支援利用者数 委託料

人 円 人 人 円

⑵ 人間ドック等補助

区 分

種 別
件 数 補 助 単 価 補 助 金 額

人間ドック 件 円 円

脳ドック 件 円 円

簡易脳ドック 件 円 円

計 件 － 円

一般被保険者 退職被保険者等 納付金合計

医療給付費分 円 円

円後期高齢者支援金等分 円 円

円介護納付金分 円
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本
年

度
前

年
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現
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介
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介
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滞
納

繰
越

分

医
　

 療

支
援

分

介
　

 護

小
計

 

計

一 般 被 保 険 者 退 職 被 保 険 者 等 計

予
算

現
額

調
定

額
 

　
　

　
　

事
項

　
区

分

　
　
財
政
の
健
全
化
の
た
め
に
財
源
の
確
保
に
努
め
ま
し
た
。

　
⑴
　
国
民
健
康
保
険
税

　
　
　
国
民
健
康
保
険
税
の
収
入
状
況
は
以
下
の
と
お
り
で
す
（
収
入
率
に
つ
い
て
は
、
調
定
額
と
純
収
入
額
で
算
出
し
て
い
ま
す
。
）
。

収
入

率
還

付
未

済
額

純
収

入
額

不
納

欠
損

額
未

収
入

額
う

ち
執

行
停

止
額

対
予

算
収

入
率

収
入

額
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⑵ 国庫支出金

国庫補助金として以下のとおり交付されました。

区 分 決算上の交付済額 実績報告額等 翌年度精算見込額

補
助
金

災害臨時特例補助金 円 円 △ 円

東日本大震災対応分
円 円 ―

新型コロナウイルス感染症対応分

（医療分）
円 円 △ 円

新型コロナウイルス感染症対応分

（介護分）
円 円 △ 円

社会保障・税番号制度システム整備費

補助金
円 円 △ 円

計 円 円 △ 円

⑶ 都支出金

療養給付費・療養費・高額療養費・移送費・結核精神医療給付費等に対して都から保険給付費等交付金

（普通交付金）が、医療費適正化及び収入率向上の実績評価に応じて保険者努力支援交付金が、その他と

して都費補助金、特別調整交付金（市町村分）、都繰入金（２号分）、特定健康診査等負担金が交付されま

した。

区 分 決算上の交付済額 実績報告額等 翌年度精算見込額

補

助

金

都費補助金 円 円 ―

保
険
給
付
費
等
交
付
金

普通交付金 円 円 △ 円

特
別
交
付
金

国民健康保険保険者努

力支援交付金
円 円 ―

特別調整交付金（市町

村分）
円 円 ―

都繰入金（２号分） 円 円 △ 円

特定健康診査等負担金 円 円 ―

計 円 円 △ 円
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⑷ 診療（調剤）報酬明細書点検確認による過誤等の調整額

請求のありました診療（調剤）報酬明細書について、資格、請求内容等を確認して以下のとおり医療費

の適正化に努めました。

① 過誤申出・再審査請求による回収額 （単位：円）

内 訳 件数 枚数 金 額

請求総数

過誤申出による調整額

再審査請求による調整額

計

② 返納金 （単位：件、円）

区 分

種 別
件 数 返 納 金 額

一
般
被
保
険
者

不当利得返還金
現年度分

過年度分

第三者行為に係る賠償金

計

退
職
被
保
険
者
等

不当利得返還金
現年度分

過年度分

第三者行為に係る賠償金

計

合 計

⑸ 国民健康保険事業運営基金決算状況

（単位：円）

令 和 ２ 年 度 末

現 在 高

令 和 ３ 年 度 増 減 令 和 ３ 年 度 末

現 在 高増 減

（ 内 訳 ）
元 本

利 子
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介 護 保 険 特 別 会 計
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令和３年度小金井市介護保険特別会計決算概要 

 

介護保険制度は、要介護状態の軽減・予防の重視、医療との十分な連携を図りなが

ら、利用者の選択による利用者のためのサービスを提供し、高齢者の自立支援のため

の重要な役割を果たしています。 

はじめに、令和３年度における第１号被保険者数は２６，８５６人で、前年度対比

１．２％、３３０人の増となりました。被保険者数のうち７５歳以上の後期高齢者は、

１４，１２５人で全体の５２．６％を占めています。 

次に、要介護（要支援）認定者数は、５，５０６人で、前年度対比２．３％、１２

３人の増となりました。認定者数のうち７５歳以上の後期高齢者は、４，８８７人で

全体の８８．８％を占めています。 

また、介護保険給付費は、７８億８，２６５万７千円で前年度対比３．５％、２億

６，４２８万８千円の増となりました。 

令和３年度小金井市介護保険特別会計の財政規模は、当初予算８５億９，８８２万

５千円に、２回の補正予算で１億８，２９０万４千円を増額し、最終予算額は８７億

８，１７２万９千円となりました。 

これに対する決算額は、歳入総額では８７億１，６７４万１千円で前年度対比４．

２％の増となり、歳出総額では８６億１，５９７万６千円で前年度対比３．５％の増

となりました。歳入歳出差引額は１億７６万５千円となり、令和４年度への繰越金と

なっています。 

 
歳入の主な内容は、次のとおりです。 

① 第１号被保険者の介護保険料は、決算額が１８億３，２７９万４千円で、前年度

対比４．１％、７，２０７万４千円の増となりました。収納率は、現年賦課分では、

年金からの特別徴収は１００％、普通徴収は過年度分も含め９３．７％で前年度対

比０．７ポイントの増、滞納繰越分は１８．３％で前年度対比２．２ポイントの減、

全体では９８．０％で前年度対比０．２ポイントの増となりました。徴収方法の内

訳は、現年賦課分の調定額でみると、特別徴収は、件数ベースで８４．０％、金額

ベースで８８．１％、それ以外は個別納付の普通徴収となりました。収納率向上対

策として、滞納がある場合にはサービス利用時の給付制限があることから、個別に

滞納者へ制度の趣旨を説明して納入のお願いをし、金融機関及び郵便局の口座振替

制度の利用勧奨を行い、納入者の利便性を図りました。 
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② 国庫支出金は１９億５，５３６万円となり、前年度対比６．８％の増となりまし

た。このうち、保険給付費を負担する介護給付費国庫負担金は翌年度の返還金５，

６９６万１千円を含む１４億４，７４０万５千円となりました。調整交付金は保険

給付費及び地域支援事業費の４．４０％相当の普通調整交付金と、新型コロナウイ

ルス感染症の影響による保険料の減免措置に対する特別調整交付金を合わせて３億

５，８３２万９千円となりました。地域支援事業交付金は翌年度の返還金５０２万

９千円を含む１億１，４７７万３千円となりました。市町村による高齢者の自立支

援・重度化防止等に関する取組を支援することを目的とする保険者機能強化推進交

付金は１，６９０万４千円となり、介護予防・健康づくり等に資する取組の重点化

を目的とする介護保険保険者努力支援交付金は１，７４４万７千円となりました。

また、新型コロナウイルス感染症の影響による保険料の減免措置に対する介護保険

災害等臨時特例補助金は５０万２千円となりました。 

③ 支払基金交付金は、第２号被保険者の保険料相当として交付され、２２億１，１

４０万円で前年度対比３．６％の増となりました。介護給付費交付金は翌年度の返

還金１，０５６万２千円を含む２１億３，８０１万９千円となりました。地域支援

事業支援交付金は翌年度の返還金９３万１千円を含む７，３３８万１千円となりま

した。 

④ 都支出金は、１２億５，０６５万８千円となり、前年度対比２．７％の増となり

ました。このうち、保険給付費を負担する介護給付費都負担金は翌年度の返還金１，

５７６万円を含む１１億８，６１４万３千円となりました。地域支援事業交付金は

翌年度の返還金２９３万５千円を含む６，４５１万５千円となりました。 

⑤ 一般会計繰入金は、１４億１，７０９万６千円で、前年度対比４．８％の増とな

りました。このうち、保険給付費の１２．５％を負担する介護給付費繰入金は９億

８，４９３万４千円で前年度対比３．４％の増、地域支援事業繰入金は６，１５８

万円で、前年度対比９．２％の増となりました。 

低所得者の保険料の一部を公費で負担する低所得者保険料軽減繰入金は過年度分

の追加繰入金２４８万４千円を含む９，２３５万７千円で、前年度対比９．９％の

増となりました。 

人件費、事務費等を負担するその他一般会計繰入金は２億７，８２２万５千円と

なり、前年度対比７．４％の増となりました。 

⑥ 基金繰入金は、４７９万４千円となりました。これは、保険給付費、地域支援事

業費及び保険料の決算収支で不足分が生じたため、介護給付費準備基金の取崩しを
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行いました。 

 

次に、歳出の主な内容は次のとおりです。 

① 総務費は、２億７，８３０万円で、前年度対比７．４％の増となりました。主な

内容は、職員の人件費、保険運営のための事務費、要介護認定のための事務費等と

なっています。 

② 保険給付費は、７８億８，２６５万７千円となり、前年度対比３．５％の増とな

りました。要介護認定者の増加に伴うサービス利用の増加及び令和３年度介護報酬

改定における改定率がプラス０．７％であったことから、給付費は依然として増加

傾向にあります。ただし、高額介護サービス費及び特定入所者介護サービス費は対

象者の基準が見直されたことから、高額介護サービス費は前年度対比２．７％の減、

特定入所者介護サービス費は前年度対比１８．０％の減となりました。このほか、

介護医療院サービスが前年度対比４３．２％の増となっていますが、これは前年度

に引き続き介護療養型医療施設サービスからの転換が進んだことによるものです。

③ 財政安定化基金への支出はありません。財政安定化基金とは保険収支が赤字の場

合に備え、都に設置されている基金で、その財源は国・都・市区町村で３分の１ず

つ拠出することとなっています。第８期の拠出率は０％となっています。 

④ 地域支援事業費は４億１，４０７万３千円で、前年度対比８．３％の増となりま

した。地域支援事業とは、介護が必要となるおそれがある虚弱な高齢者に対しての

介護予防事業及び一般の高齢者にも健康づくり、生活支援のサービスなどを提供す

るものです。その中核として、地域包括支援センターを設置し、保健師、社会福祉

士、主任ケアマネジャー等が中心となって、介護予防に関するマネジメントを始め

とする高齢者への総合的な支援を行っています。

⑤ 基金積立金は、３０４万４千円となりました。本積立金は、介護給付費準備基金

積立金からなっています。介護給付費準備基金積立金は、保険給付費及び保険料の

決算収支で、保険料に余剰が生じた場合に介護給付費準備基金に積み立てることと

なっているものです。内容は、前年度において翌年度繰越しとなった積立金の３０

４万円、基金の利子の４千円となっています。介護給付費準備基金の令和３年度末

現在高は、３億８，４６７万５千円となりました。 

⑥ 諸支出金は、３，７９０万２千円で、保険料の還付金、概算交付された前年度介

護給付費国庫負担金の返還金等となっています。 
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令和３年度は、第８期事業計画の初年度となります。第８期事業計画の特徴は、

令和３年４月から介護報酬がプラス改定され、また、介護保険サービス利用者の増

加に伴う保険給付費の増加により、保険料の一定の上昇が必要となりました。また、

介護給付費の増加に伴い、保険料負担も増大していく中で、介護保険料については、

国の標準段階の変更に合わせて見直しを行い、被保険者の負担能力に応じたきめ細

かい保険料段階を設定いたしました。その結果、給付費及び地域支援事業費を基に

算出された第８期事業計画の保険料基準月額は５，９１９円となりましたが、介護

給付費準備基金を取り崩すことによって、本市における保険料基準月額を５，６０

０円としています。 

介護保険制度の運営に当たっては、介護給付適正化プログラム等、制度及び給付

の改善に努め、効果的、公平公正な運営を実施しておりますが、介護保険が持続性

をもって維持されるためには、被保険者・利用者の適正な負担及び介護費用のなお

一層の適正化が求められています。また、できるだけ要介護状態にならないための

予防重視の取組をより一層充実させていかなければなりません。今後とも、必要と

なる多種多様なサービスを整備していく一方、健全な保険財政を維持し、被保険者

の行政需要に応えられるよう努力してまいります。 
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令和３年度決算歳入歳出構成表

歳入

使用料及び手数料

円

保 険 料
億 万 円

国庫支出金

億 万 円

支払基金交付金

億 万円

財産収入
万 円

寄附 金

円

繰 入 金

億 万 円

諸収 入

万 円

地域支援事業費

億 万 円
（ ）

億 万 円

歳出

総 務 費
億 万 円

保険給付費
億 万 円

都支出金
億 万 円

基金積立金

万 円

公 債費

円

億 万 円

繰 越 金

万 円

諸支出金

万 円

財政安定化基金拠出金

円

予 備費

円
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介護保険特別会計　予算執行状況

歳　入

区　分　 収　　入　　済　　額

款　別 金 額 収入率
（対予算現額）

収入率
（対調定額）

円 円 円 ％ ％

保 険 料

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

支払基金交付金

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳　　入　　合　　計

予 算 現 額 調 定 額
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26,856人

構　成　比 第１号被保険者１人当たりの額 構成比（本年度）

本年度 前年度 本年度 前年度 比　較

円 円 円 ％ ％ 円 円 円

△ 1,000

△ 28,334,000

△ 1,750,617

△ 1,000

△ 103,687,229 △ 409

△ 64,988,306

令和4年3月31日 第１号被保険者数

予 算 現 額 に
比 し 増 減

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
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歳　出

区　分　 支　　出　　済　　額

款（項）別 金 額 執行率

円 円 ％

総 務 管 理 費

徴 収 費

介 護 認 定 審 査 会 費

趣 旨 普 及 費

計 画 策 定 委 員 会 費

介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費

介護予防サービス等諸費

そ の 他 諸 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

介護予防・生活支援サービス事業費

一 般 介 護 予 防 事 業 費

包括的支援事業・任意事業費

そ の 他 諸 費

予 備 費

歳 出 合 計

公 債 費

諸 支 出 金

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

予 算 現 額

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金
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令和4年3月31日 第１号被保険者数 26,856人

構　成　比 第１号被保険者１人当たりの額 構成比（本年度）

本年度 前年度 本年度 前年度 比　較

円 円 ％ ％ 円 円 円

△ 172

△ 384

△ 79

△ 1,066

△ 25

△ 1,631

不 用 額翌年度繰越 額
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財　　源　　内　　訳

区　分　 特　　　　　　　　　　定 財　　　　　　　　　　源

決 算 額 都　支　出　金

款　別 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 円 ％ 円 ％ 円 ％

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

※この表では、介護給付費等繰入金を特定財源とし、その他一般会計繰入金を一般財源としている。

保険給付費等に関係する各負担金等の過年度・翌年度への状況

金 額 都　支　出　金

※この表は、財源内訳中の各金額合計と歳入金額との相違の内容を表す。

　（歳入金額＝歳出合計＋過年度追加交付金－翌年度追加交付金－翌年度基金繰入金＋翌年度返還金等＋

翌年度返還金等

翌年度追加交付金

過年度追加交付金

翌年度基金繰入金

歳 出 合 計

歳 入 金 額

翌年度基金積立金

項 目 国 庫 支 出 金

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金
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財　　　　　　　　　　源

保　　険　　料 そ　　の　　他

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

　

また、繰越金は特定財源の「その他」としている。

保　　険　　料 そ　　の　　他 一　般　財　源

△ 2,483,800

翌年度基金積立金）

一 般 財 源介 護 給 付 費 等
一般会計繰入金（市）

介 護 給 付 費 等
一般会計繰入金（市）
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性　　質　　別　　分　　類

区　分　 人　　件　　費 物　　件　　費 補　助　費　等 公　　債　　費

款　別 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

前　　年　　度

比　較（伸率）

※その他は、維持補修費、扶助費、投資及び出資金貸付金、繰出金、投資的経費である。

歳　出　合　計
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積　　立　　金 そ　　の　　他 合 計 前 年 度 比　　　較

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 金 額 伸率

円 ％ 円 ％ 円 円 円 ％

△ 43,220,216 △ 93.4

△ 43,220,216 △ 93.4 △ 37,299 △ 2.7
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１　第１号被保険者

６ ５ ～ ７ ４ 歳

７ ５ 歳 以 上

合 計

２　要介護（要支援）認定者
（１）　年齢別　要介護（要支援）認定者数

６ ５ ～ ７ ４ 歳

７ ５ 歳 以 上

小 計

４ ０ ～ ６ ４ 歳

合 計

（２）　要介護度別　要介護（要支援）認定者数

要 支 援 １

要 支 援 ２

要 介 護 １

要 介 護 ２

要 介 護 ３

要 介 護 ４

要 介 護 ５

合 計

4･3･31現在

人 人 人 人 人

区 分
平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末

･3･31現在 ･3･31現在 2･3･31現在 3･3･31現在

人 人 人 人 人

令和３年度末

･3･31現在 ･3･31現在 2･3･31現在 3･3･31現在 4･3･31現在
区 分

平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末 令和２年度末

4･3･31現在

人 人 人 人 人

区 分
平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末

･3･31現在 ･3･31現在 2･3･31現在 3･3･31現在
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３　保険料

（１）　所得階層別第１号被保険者数
平成３０年度末 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

第 １ 段 階 第 １ 段 階

第 ２ 段 階 第 ２ 段 階

第 ３ 段 階 第 ３ 段 階

第 ４ 段 階 第 ４ 段 階

第 ５ 段 階 第 ５ 段 階

第 ６ 段 階 第 ６ 段 階

第 ７ 段 階 第 ７ 段 階

第 ８ 段 階 第 ８ 段 階

第 ９ 段 階 第 ９ 段 階

第 １ ０ 段 階 第 １ ０ 段 階

第 １ １ 段 階 第 １ １ 段 階

第 １ ２ 段 階 第 １ ２ 段 階

第 １ ３ 段 階 第 １ ３ 段 階

第 １ ４ 段 階 第 １ ４ 段 階

第 １ ５ 段 階 第 １ ５ 段 階

合 計 合 計

備 考

生活保護受給者、老齢福祉年金
受給者又は課税年金収入額と合
計所得金額が８０万円以下で市民
税非課税世帯

区 分 備 考 区 分

生活保護受給者、老齢福祉年金
受給者又は課税年金収入額と合
計所得金額が８０万円以下で市民
税非課税世帯

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
第４段階以外

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円以上
２１０万円未満

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が８０
万円超１２０万円以下

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が１２
０万円超

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
課税年金収入額と合計所得金額
が８０万円以下

市民税本人課税者で合計所得金
額２，０００万円以上

市民税本人課税者で合計所得金
額７５０万円以上
１，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，０００万円以上
１，５００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，５００万円以上
２，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額２１０万円以上
３２０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３２０万円以上
３５０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３５０万円以上
５００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額５００万円以上
７５０万円未満

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が８０
万円超１２０万円以下

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が１２
０万円超

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
課税年金収入額と合計所得金額
が８０万円以下

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
第４段階以外

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円以上
２００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，５００万円以上
２，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額２，０００万円以上

市民税本人課税者で合計所得金
額２００万円以上
３００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３００万円以上
３５０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３５０万円以上
５００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額５００万円以上
７５０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額７５０万円以上
１，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，０００万円以上
１，５００万円未満
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（２）　保険料収納状況
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 還付未済額 純 収 入 額 不納欠損額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ Ｆ
円 円 円 円 円 円

現年賦課分

特別徴収

普通徴収

現年度分

過年度分

合　　　計

（３）　所得階層別　保険料収納状況
現　　　　年　　　　賦　　　　課　　　　分

現　年　度　分 過　年　度　分 小　　　　　計
純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率

円 ％ 円 ％ 円 ％

第１ ４段階
第１ ５段階

計

第１ １段階
第１ ２段階
第１ ３段階

第 ８ 段 階
第 ９ 段 階
第１ ０段階

第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階合

　
　
　
計

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階
第 ４ 段 階

第１ ４段階
第１ ５段階

計

第１ １段階
第１ ２段階
第１ ３段階

第 ８ 段 階
第 ９ 段 階
第１ ０段階

第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階普

通
徴
収

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階
第 ４ 段 階

第１ ４段階
第１ ５段階

計

第１ １段階
第１ ２段階
第１ ３段階

第 ８ 段 階
第 ９ 段 階
第１ ０段階

第 ５ 段 階
第 ６ 段 階
第 ７ 段 階特

別
徴
収

第 １ 段 階
第 ２ 段 階
第 ３ 段 階
第 ４ 段 階

区 分

区 分

滞納繰越分
普通徴収
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収 入 未 済 額 執 行 率 収 納 率 前　　年　　度
Ｇ＝Ｂ－Ｅ－Ｆ Ｈ＝Ｅ／Ａ Ｉ＝Ｅ／Ｂ 純 収 入 額 収 納 率

円 ％ ％ 円 ％ 円

△ 1,617,100

合　　　計

純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率
円 ％ 円 ％

滞 納 繰 越 分 合 計

前年 度増 減額
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４　介護給付費負担金等
（１）　負担金等算定対象基本額

支 払 額 戻 入 額 歳 出 決 算 額 収 入 額 負担金等算定基本額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

円 円 円 円 円

介護サー ビス 等諸費

介護予防サービス等諸費

高額介護サービス等費

高 額 医 療 合 算 介護 サー ビス 等費

特定入所者介護サービス等費

審 査 支 払 手 数 料

合 計

財政安定化基金拠出金

（２）　負担金等収入状況
令　　　　　　　　和 ３　　　　　　年　　　　　　度

負 担 金 等 負 担 割 合 負　担　す　べ　き　額

算 定 基 本 額 保 険 給 付 費 財政安定化基金拠出金

Ｅ Ｇ Ｈ＝Ｅ×Ｇ Ｆ Ｉ

円 ％ 円 円 円

国 庫 負 担 金 施設15.00％、施設外20.00％

調 整 交 付 金 （施設分） ( 4.40 ％相当)

支 払 基 金 交 付 金 27.00 ％　　 

都 負 担 金 （施設外分） 施設17.50％、施設外12.50％

財政安定化基金交付金 －

一般会計繰入金 市 12.50 ％　　 

保 険 料

延 滞 金 等

合 計 100.00 ％　　 

５　調整交付金

調 整 基 準
標 準 給 付 費

後期高齢者加入
割 合 補 正 係 数

所 得 段 階 別 加 入
割 合 補 正 係 数

調 整 率

① ② ③ ④＝0.28－0.23×②×③ ⑤
円

（  4.40 ％）

※①調整基準標準給付費は、前年度１月から当該年度９月までに支出決定した保険給付費が対象となる。

※⑥普通調整交付金は千円未満四捨五入となる。

項 目

項 目

(23.60 ％相当)

収入済額

※翌年度の返還金等の保険料の欄（保険料還付金）には、歳出還付の未執行額（時効消滅額を除く。）や、過年

※一般会計繰入金（市）の負担すべき額、収入済額には、低所得者保険料軽減繰入金（国１／２、都１／４、

※令和３年度保険料収入済額（★）は、保険料収入総額から地域支援事業費における保険料の負担すべき

普 通 調 整 交 付 金 交 付 割 合

※各年度の基金繰入金、基金積立金は前年度から繰り越した金額を除く。また、基金利子による積立金を除く。

★★
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３　　　　　　年　　　　　　度 令　　和　　４　　年　　度

Ｊ＝Ｉ－Ｈ－Ｆ

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

△ 1,617,100

度に収入した保険料の中で、資格得喪変更により、還付すべきことが本年度に新たに判明した額を含む。

市１／４負担）の額が含まれるため、Ｈ＝Ｅ×Ｇとはならない。

額を差し引いた額となる。

円 円

⑦ ⑧＝⑥＋⑦

特 別 調 整
交 付 金 算 定 額

基金積立金
過年度
収入額

基金
積立金

歳出還付
未執行額

基金繰入金
介護保険災害
等臨時特例

補助金
返還金等

財政安定化基金負担額

Ｆ

円

介護給付費
準備基金
繰入金

過不足額 不正利得
徴収金の

不納欠損額

調 整 交 付 金
算 定 額

⑥＝①×④×⑤

普 通 調 整
交 付 金 算 定 額

円
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６　保険給付費
（１）　保険給付費　予算事業別執行状況

支　　出　　済　　額

金 額 執行率
円 円 ％

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

地域密着型介護サ ー ビ ス 給 付費

特例地域密着型介護サービス給付費

施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

居 宅 介 護 福 祉 用 具 購 入 費

居 宅 介 護 住 宅 改 修 費

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 計 画 給 付 費

特例居宅介護サービス計画給付費

小計：介護サービス等諸費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費

地域密着型介護予防サービス給付費

特例地域密着型介護予防サービス給付費

介 護 予 防 福 祉 用 具 購 入 費

介 護 予 防 住 宅 改 修 費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 計 画 給 付 費

特例介護予防サービス計画給付費

小計：介護予防サービス等諸費

審 査 支 払 手 数 料

小計：そ　の　他　諸　費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費

高 額 介 護 予 防 サ ー ビ ス 費

小計：高額介護サービス等費

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費

高額医療合算介護予防サービス費

小計：高額医療合算介護サービス等費

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費

特 例 特定入所者介 護サ ー ビ ス 費

特 定 入所者介護予 防サ ー ビ ス 費

特例特定入所者介護予防サービス費

小計：特定入所者介護サービス等費

合 計

予 算 現 額款 項 目 事　　　　業　　　　名
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前　　年　　度

金 額 構成比 金 額 伸　率
円 円 ％ 円 ％ 円 ％

△ 1,289,365 △ 7.2

△ 1,184,894 △ 31.6

△ 6,893,599 △ 2.7

△ 166,321 △ 52.3

△ 7,059,920 △ 2.7

△ 1,758,277 △ 4.6

△ 1,642,036 △ 4.3

△ 26,779,157 △ 18.0

△ 8,637 皆減

△ 26,787,794 △ 18.0

比　　　　　較
構成比不 用 額翌年度繰越額

－ 129 －



（２）　保険給付費　サービス種類別内訳

居　　宅　　サ　　ー　　ビ　　ス

介　　　護 予　　　防

(指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例
円 円 円 円

訪 問 介 護

訪 問 入 浴 介 護

訪 問 看 護

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

通 所 介 護

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

福 祉 用 具 貸 与

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

居 宅 療 養 管 理 指 導

特定施設入居者生活介護（短期利用）

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

計：居宅サービス給付費 ①

居 宅 介 護 支 援 ②

居 宅 福 祉 用 具 購 入 費 ③

居 宅 住 宅 改 修 費 ④

小計：居宅サービス①～④ ⑤

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用）

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

地 域 密 着 型 通 所 介 護

小計：地域密着型サービス ⑥

介 護 老 人 福 祉 施 設 サ ー ビ ス ⑦

介 護 老 人 保 健 施 設 サ ー ビ ス ⑧

介 護 療 養 型 医 療 施 設 サ ー ビ ス ⑨

介 護 医 療 院 サ ー ビ ス ⑩

小計：施設サービス⑦～⑩ ⑪

中　　計　　　　　⑤＋⑥＋⑪ ⑫

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑬

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑭

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑮

合　　計　　　　　⑫～⑮ ⑯

審 査 支 払 手 数 料 ⑰

総　　計　　　　　⑯+⑰ ⑱

項 目

款２項１目１ 款２項１目２ 款２項２目１ 款２項２目２

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目３ 款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４
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施設サービス 高額サービス費・特定入所者サービス費

介　　　護 介　　　護 予　　　防 合 計

(指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例
円 円 円 円 円 円 円 円

審査支払
手数料

款２項４目１ 款２項４目２

款２項１目５ 款２項１目６

款２項３目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２
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（３）　介護報酬（介護・介護予防サービス費用）等負担状況

介　護　報　酬 公 費 負 担 額

件 数 単 位 数 金 額 Ａ Ｂ

件 単位 円 円

訪 問 介 護

訪 問 入 浴 介 護

訪 問 看 護

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

通 所 介 護

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

福 祉 用 具 貸 与

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

居 宅 療 養 管 理 指 導

特定施設入居者生活介護（短期利用）

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

計：居宅サービス給付費 ①

居 宅 介 護 支 援 ②

居 宅 福 祉 用 具 購 入 費 ③

居 宅 住 宅 改 修 費 ④

小計：居宅サービス①～④ ⑤

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護 （ 短 期利用 ）

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）

地 域 密 着 型 通 所 介 護

小計：地域密着型サービス ⑥

介 護 老 人 福 祉 施 設 サ ー ビ ス ⑦

介 護 老 人 保 健 施 設 サ ー ビ ス ⑧

介 護 療 養 型 医 療 施 設 サ ー ビ ス ⑨

介 護 医 療 院 サ ー ビ ス ⑩

小計：施設サービス⑦～⑩ ⑪

中　　計　　⑤＋⑥＋⑪ ⑫

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑬ △ 19,459,973

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑭

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑮

合　　計　　　　⑫～⑮ ⑯

審 査 支 払 手 数 料 ⑰

総　　計　　　　⑯＋⑰ ⑱

項 目
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利用者負担額 介 護 給 付 費 戻入額 支 出 済 額 前 年 度 対 前 年 １件当たりの金額

Ｃ Ｄ＝Ａ－Ｂ－Ｃ Ｅ Ｆ＝Ｄ－Ｅ 支 出 済 額 伸 率 本年度 前年度

円 円 円 円 円 ％ 円 円

△ 14.9

△ 8.4

△ 15.3

△ 17.4

△ 0.2

△ 6.9

△ 25.4

△ 233,912,860 △ 2.7

△ 36,630,768 △ 4.3

△ 18.0
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（４）　高額介護（介護予防）サービス費　　　　　　　　　　      　              ※年間高額介護（予防）サービス費支給分を除く。

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
円 件 円 件 円 件 円

（５）　高額医療合算介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
件 円 件 円 件 円

（６）　特定入所者介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
件 円 件 円 件 円

７　返納金等

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
件 円 件 円 件 円

小　　　　　　　計

保 険 料 延 滞 金

合 計

項 目

第 三 者 行 為 に よ る 損 害 賠 償 金

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

不 正 利 得 徴 収 金

歳 出 戻 入
（ 現 年 度 分 ）

そ の 他 の 返 還 金

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

歳 入 収 入 額
（ 過 年 度 分 ）

合 計

合 計

介 護 介 護 予 防

介 護 療 養 型 医 療 施 設

項 目

短 期 入 所 生 活 介 護

現 役 並 み 所 得 者 Ⅰ

合 計

介 護 老 人 福 祉 施 設

介 護 老 人 保 健 施 設

介 護 医 療 院

合 計

地 域 密 着 型 介 護 福 祉 施 設

合 計

低 所 得 者 Ⅱ

区 分
利 用 者
負 担

上 限 額

低 所 得 者 Ⅰ

合 計

合 計

区 分
介 護 介 護 予 防

現 役 並 み 所 得 者 Ⅱ

介 護 介 護 予 防

現 役 並 み 所 得 者 Ⅲ

現 役 並 み 所 得 者 Ⅱ

市民税が世帯非課税で「課税年金収入
額 ＋ 合 計 所 得 金 額 」 が ８ ０ 万 円 超

一 般

市民税が世帯非課税で「課税年金収入
額 ＋ 合 計 所 得 金 額 」 が ８ ０ 万 円 以 下

生活保護受給者及び市民税世帯非課税
の 老 齢 福 祉 年 金 受 給 者 等

現 役 並 み 所 得 者 Ⅰ

現 役 並 み 所 得 者 Ⅲ
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８　保険料還付金

※還付新規判明額は、資格得喪変更により還付すべきことが本年度新たに判明した額を示す。

９　財政安定化基金

（１）　財政安定化基金関係経費　決算状況

区　　　分 項　　　目 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（２）　東京都介護保険財政安定化基金

交 付 金
歳 入

貸 付 金

償 還 金

円 円 円 円 円

歳 出
拠 出 金

保 険 料 （ 歳 入 ） 還 付 未 済 額 　　カ

翌 年 度 保 険 料 還 付 金 （ 歳 出 還 付 ） 必 要 額 　　キ＝ウ＋エ－オ＋カ

過年度収入済保険料の還付新規判明額 ※ 　　エ

時 効 に よ る 歳 出 還 付 義 務 消 滅 額 　　オ

保 険 料 還 付 金 （ 歳 出 還 付 ） 執 行 額 　　イ

差 引 ： 歳 出 還 付 未 執 行 額 　　ウ＝ア－イ

前年度末基金残高 第８期計画期間（令和３年度～令和５年度）　拠出率

　第８期計画期間においては、基金の残額と交付・貸付見込額を
考慮し、介護保険財政安定化基金の拠出率を０％とし、新たな積
立ては行わないこととしている。

円

項 目 金 額

令和３年度 保険料還付金 （歳出還付 ）必要額 　　ア

－ 135 －



１０　地域支援事業費
（１）　予算事業別執行状況

支　　出　　済　　額

執行率
％

（２）　交付金等収入状況

Ｂ

円 円

（総合事業） （総合事業） （総合事業）

（包括・任意） （包括・任意）

（３）　介護予防・日常生活支援総合事業調整交付金
後期高齢者加入
割 合 補 正 係 数

②

（  4.40 ％）

※①調整基準標準事業費額は、前年度１月から当該年度９月までに支出決定した介護予防・日常生活支援

※⑥普通調整交付金は千円未満四捨五入となる。

小 計 ： 任 意 事 業 費

小 計 ： そ の 他 諸 費

認 知 症 総 合 支 援 事 業

認 知 症 高 齢 者 見 守 り 事 業

高 齢 者 成 年 後 見 制 度 利 用 支 援 事 業

一般会計繰入金（市）

都 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金

総合事業

調 整 交 付 金

金　　額

寄附金その他
の収入額

Ｃ

生 活 支 援 体 制 整 備 事 業

地域リハビリテーション活動支援事業

国 庫 交 付 金
包括・任意

交付金等
算定基本額

地 域 ケ ア 会 議 推 進 事 業

家 族 介 護 継 続 支 援 事 業

審 査 支 払 手 数 料

合　　　計

包括・任意
保 険 料

項　　　　　　目
総事業費

合 計

目

予 防 サ ー ビ ス 事 業

介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 事 業

介 護 予 防 把 握 事 業

小計：介護予防ケアマネジメント事業費

事　　　　業　　　　名

家 族 介 護 教 室 事 業

包 括 的 支 援 事 業

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 推 進 事 業

地域包括ケアシステム構築推進普及啓発事業

円円

介 護 予 防 普 及 啓 発

小計：一般介護予防事業費

地 域 介 護 予 防 活 動 支 援 事 業

予 算 現 額

小計：包括的支援事業費

小計：介護予防・生活支援サービス事業費

款 項

包括・任意

（包括・任意） 包括・任意

総合事業

％

総合事業

総合事業

介護予防・日常生活支援総合事業
普 通 調 整 交 付 金 交 付 割 合

総合事業

100.00％

調 整 率

交付割合

Ｄ

④＝0.28－0.23×②×③

総合事業

⑤

調 整 基 準 標 準
事 業 費 額

①

円

所 得 段 階 別 加 入
割 合 補 正 係 数

③

保険者機能強化推進交付金 ―

介護サービス事業者等への適正化支援事業

介護保険保険者努力支援交付金 ―
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前　　年　　度 比　　　　　較 構成比（本年度）

構成比
％ ％

総合事業費等が対象となる。

△ 2.3△ 32,020

円

過年度収入額

円

Ｆ

円

収入済額
(地域支援事業費)

Ｇ＝Ｆ-Ｅ

令　和　４　年　度

円

△ 18,000

金　　額

円円

不 用 額

円

翌年度繰越額 構成比

△ 494,357

伸　率

％円

金　　額

皆減

△ 2.2

△ 1,451 △ 0.2

返還金額

△ 19.9

令　和　３　年　度

交付すべき額

円

△ 13.7

△ 209,861 △ 1.7

Ｅ＝Ｃ×Ｄ

△ 434,757

△ 568,059

△ 228,800

過不足額

介護予防・日常生活支援総合
事業普通調整交付金算 定額

円

⑥＝①×④×⑤

円

介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援
総 合 事 業 特 別 調 整 交 付 金 算 定 額

⑦

円

⑧＝⑥＋⑦

介護予防・日常生活支援総合
事 業 調 整 交 付 金 算 定 額

△ 25.0

皆増
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（４）　介護予防・生活支援サービス事業に伴う費用額

件 円

４．１．１　介護予防・生活支援サービス事業費（①+②+③） 

①介護予防サービス負担金（a+b+c+d）

４．１．２　介護予防ケアマネジメント事業費

４．４．１　審査支払手数料

項 目 件 数 金 額

a 指定第１号訪問事業

b 指定第１号通所事業

合 計

住所地特例対象者に対する第１号介護予防支援

②高額介護予防サービス負担金

d 介護予防ケアマネジメント財政調整（都外）

③高額医療合算介護予防サービス負担金
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１１　基金決算状況
（１）　介護給付費準備基金

令 和 ３ 年 度 末

現 在 高

円

(内訳) 元本(前年度繰越分)

元本(当該年度分)

利　　子

運　用　収　入

令 和 ２ 年 度 末

現 在 高

円 円 円

増 減

令和３年度増減
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（２）　保険料による保険給付費・地域支援事業費充当後の剰余金の積立て

金 額

円

Ａ

Ｂ

Ｃ＝Ａ－Ｂ

負 担 分

負 担 分

負 担 分

負 担 分

負 担 分

Ｄ

Ｅ＝Ｃ－Ｄ

Ｆ

Ｇ＝Ｅ＋Ｆ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

Ｋ＝Ｈ－Ｉ＋Ｊ

Ｌ

Ｍ＝Ｋ＋Ｌ

Ｎ

Ｏ

Ｐ

Ｑ

Ｒ

Ｓ＝Ｍ－Ｎ＋Ｏ－Ｐ＋Ｑ－Ｒ

Ｔ＝Ｓ－Ｇ △ 1,528,083

Ｕ

Ｖ＝Ｔ＋Ｕ

翌 年 度 繰 越 と な っ た 保 険 給 付 充 当 後 保 険 料 剰 余 金

保 険 料 で 負 担 す べ き 経 費 合 計

保 険 料 還 付 未 済 額

負 担 金 等 算 定 基 本 額

第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料 収 入 額

都 負 担 金

令 和 ３ 年 度 保 険 給 付 費 ・ 地 域 支 援 事 業 費

そ の 他 の 収 入 額 （ 返 納 金 等 ）

項 目

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 険 者 機 能 強 化 推 進 交 付 金

保険料で負担すべき保険給付費・地域支援事業費

特 定

財 源

介 護 保 険 保 険 者 努 力 支 援 交 付 金

令 和 ３ 年 度 介 護 給 付 費 準 備 基 金 繰 入 金 元 本 ： 当 該 年 度 分

保 険 料 の 保 険 給 付 費 へ の 充 当 可 能 額

不 正 利 得 徴 収 金 の 不 納 欠 損 額

時 効 に よ る 歳 出 還 付 義 務 消 滅 額

過年度収入による国・都・一般会計繰入金（市）への返還金充当分

過 年 度 収 入 額

保 険 料 等 純 収 入 額

介護保険災害等臨時特例補助金（保険料減免措置分）収入額

保 険 給 付 費 ・ 地 域 支 援 事 業 費 充 当 後 保 険 料 不 足 額

保険料等純収入額（介護保険災害等臨時特例補助金反映分）

過 年 度 収 入 済 保 険 料 の 還 付 新 規 判 明 額

第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料 延 滞 金 等

一 般 会 計 繰 入 金 市

計

調 整 交 付 金
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１２　介護保険財政状況
単年度収支額と累積収支額

項　　　　　　　　　　目 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

円 円 円 円 円

収入・支出からみた収支

①

②

③＝①－② △ 60,577,222 △ 60,384,450 △ 1,528,083

④

⑤＝前年度⑤＋③＋④

資産・負債からみた収支

介護給付費準備基金

年 度 末 残 高 ⑥

翌年度繰越となった積立額 ⑦

翌年度繰越となった取崩額 ⑧

財政収支上の基金残高 ⑨＝⑥＋⑦－⑧

財政安定化基金

貸 付 金 ⑩

償 還 金 ⑪

未償還残高 ⑫＝前年度⑫＋⑩－⑪

⑬＝⑨－⑫

※①は、保険料還付未済額等の調整後の額である。

※②は、財政安定化基金拠出金を含む。

保 険 料 等 収 入 額

保険料等で負担すべき経費

単年度収支額

介護給付費準備基金　利子・運用

累 積 収 支 額

累 積 収 支 額

△

△

△

△

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｒ元 Ｒ Ｒ

単年度収支

累積収支

（単位：千円）

（単年度収支） （累積収支）
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後期高齢者医療特別会計
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令和３年度小金井市後期高齢者医療特別会計決算概要

後期高齢者医療制度は、高齢者医療費が増大する中、現役世代及び高齢者世代の負

担を明確化し、公平で分かりやすく将来にわたって持続可能な医療制度とするために、

老人保健制度に代わり平成２０年度から運営されています。

後期高齢者医療制度の財源構成は、医療費の患者負担分を除き、公費（５割）及び

現役世代からの支援金（４割）のほか、被保険者からの保険料（１割）からなってい

ます。このうち公費負担については、老人保健制度と同様に、国・都・市区町村が４

対１対１の割合で負担しています。

令和３年度末の本市における被保険者数は、１万３，５２８人で、前年度対比 ２．

７％、３５６人の増となりました。

予算規模は、当初予算２７億２，４００万５千円に３回の補正予算で９，２７７万

９千円を減額し、総額２６億３，１２２万６千円となりました。これに対する決算額

は、歳入総額が２６億４，１２３万５千円で、前年度対比１．６％の減、歳出総額が

２５億９，０３３万６千円で、前年度対比２．３％の減となりました。形式収支は５，

０８９万９千円で、翌年度への繰越財源がないため、実質収支も同額となりました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 後期高齢者医療保険料は１４億８，１１５万７千円で、前年度対比１．２％の

減となりました。収入率（純収入額ベース）は９８．６％となりました。徴収方

法別では現年度賦課分の特別徴収の収入率が１００％、同じく普通徴収が９９

１％、また滞納繰越分の収入率が３６．０％となっています。

② 繰入金は１０億３，６２８万５千円で、前年度対比３．８％の減となりました。

③ 諸収入は９，０６０万２千円で、前年度対比７．２％の増となりました。

歳出の主な内容は、次のとおりです。

① 総務費は主に事業運営及び保険料賦課徴収に要する事務費で、５３０万円、前

年度対比４６．９％の減となっています。

② 保険給付費は３，５１０万円で、前年度対比７．３％の増となっています。内

容は全て葬祭費で、市から直接支給しています。

③ 広域連合納付金は２４億７，２２４万３千円で、前年度対比２．５％の減とな

りました。
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④ 保健事業費は６，７７４万８千円で、前年度対比で３．４％の増となりました。

⑤ 諸支出金は９９４万４千円で、前年度対比で５０．０％の増となりました。

国民医療費に占める後期高齢者医療費の割合は年々増加しています。その財政運営

には被用者保険の後期高齢者支援金が多くを負担しており、医療保険制度改革骨子に

沿って行われた改革では、より負担能力に応じた負担とする観点から、段階的に全面

総報酬割が実施されました。

今後も医療保険制度の持続性の確保に向けた検討が進められることとされておりま

す。本市としても運営主体である東京都後期高齢者医療広域連合と緊密に連携をとり

ながら、今後も被保険者に最も近い窓口としてきめ細かな説明を行い、安定的な保険

財政や円滑な事業運営に努めてまいります。
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令和３年度後期高齢者医療特別会計決算款別構成

諸収入

万 円

（ ％）

繰入金
億 万 円

（ ％）

後期高齢者医療
保険料

億 万 円
（ ％）

繰越金
万 円

（ ％）

総務費

万 円

（ ）

保健事業費

万 円

（ ％）

諸支出金

万 円

（ ） 保険給付費

万円

（ ）

広域連合納付金
億 万 円

（ ％）

歳 出

億 万 円

歳 入

億 万 円
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後期高齢者医療特別会計予算執行状況

歳入 令和４年３月３１日　被保険者数 13,528人

　　　　区分

款別
対予算現額 対調定額

１　後期高齢者医療保険料 △ 4,342

２　使用料及び手数料 △ 1,000

３　繰入金 △ 0.9 △ 12,373,183 △ 5,168

４　繰越金

５　諸収入 △ 5,600,571

６　国庫支出金 △ 0.1 △ 20

歳入合計 △ 8,575

歳出

区分

款別 本年度 前年度 比較 本年度 前年度 比較

１　総務費 △ 0.2 △ 366

２　保険給付費

３　広域連合納付金 △ 0.3 △ 9,828

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計 △ 9,817

予算現額
　（円）

調定額
　（円）

収入済額

不納欠損
額

　　（円）

収入未済額
（円）

予算現額に
比し増減

（円）

Aの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）
収入率（％）

本年度 前年度 本年度 前年度 比較

Aの構成比（％）　

比較

予算現額
　（円）

支出済額

不用額（円）

Bの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）　B 執行率（％）

Bの構成比（％）
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後期高齢者医療特別会計予算執行状況

歳入 令和４年３月３１日　被保険者数 13,528人

　　　　区分

款別
対予算現額 対調定額

１　後期高齢者医療保険料 △ 4,342

２　使用料及び手数料 △ 1,000

３　繰入金 △ 0.9 △ 12,373,183 △ 5,168

４　繰越金

５　諸収入 △ 5,600,571

６　国庫支出金 △ 0.1 △ 20

歳入合計 △ 8,575

歳出

区分

款別 本年度 前年度 比較 本年度 前年度 比較

１　総務費 △ 0.2 △ 366

２　保険給付費

３　広域連合納付金 △ 0.3 △ 9,828

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計 △ 9,817

予算現額
　（円）

調定額
　（円）

収入済額

不納欠損
額

　　（円）

収入未済額
（円）

予算現額に
比し増減

（円）

Aの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）
収入率（％）

本年度 前年度 本年度 前年度 比較

Aの構成比（％）　

比較

予算現額
　（円）

支出済額

不用額（円）

Bの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）　B 執行率（％）

Bの構成比（％）
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財　　源　　内　　訳

　※この表では、療養給付費繰入金等、市の法定負担分を特定財源とし、その他の一般会計繰入金を一般財源としている。

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

性　質　別　分　類

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

扶助費・補助費 その他
区　分

款　別
人件費 物件費

款　別

区　分 特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

一　般　財　源

保険料 一般会計繰入金 その他 計
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財　　源　　内　　訳

　※この表では、療養給付費繰入金等、市の法定負担分を特定財源とし、その他の一般会計繰入金を一般財源としている。

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

性　質　別　分　類

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費

２　保険給付費

３　広域連合納付金

４　保健事業費

５　諸支出金

６　予備費

歳出合計

扶助費・補助費 その他
区　分

款　別
人件費 物件費

款　別

区　分 特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

一　般　財　源

保険料 一般会計繰入金 その他 計
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１　被保険者の状況

７５歳以上の方及び６５歳以上で一定の障がいのある方が対象となる。

（１）被保険者数

単位　：　人

障がい認定者（再掲）

（2）負担区分割合

単位　：　人

現役Ⅲ 現役Ⅱ 現役Ⅰ 一般 区分Ⅱ 区分Ⅰ

障がい認定者（再掲）

（３）限度額適用・標準負担額減額認定

単位　：　件

（４）特定疾病認定

単位　：　件

項　目　

　　区　分　

被　保　険　者

1割負担総数 ３割負担
負　担　区　分　割　合

項　目　

　　区　分　

被　保　険　者

令和３年度末
（R4.3.31)

令和３年度末
（R4.3.31)

合　　計

区分Ⅰ

令和３年度末
（R4.3.31)

　　区　分　

項　目　

区分Ⅱ

現役Ⅱ

現役Ⅰ
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２　後期高齢者医療健康診査

東京都後期高齢者医療広域連合から受託して、健診事業を実施した。

受診者数（人） 受診率（％）

３　後期高齢者医療健康診査利用補助

人間ドック等の利用者に対して、検査費用の一部を補助した。

４　葬祭費

被保険者の死亡に際して、葬祭費を支給した。

費用額（円）

件数（件） 支給単価（円） 支給金額（円）

補助金額（円）補助単価（円）

受診券送付件数（件）

脳ドック

簡易脳ドック

合　計

件数（件）
区　分

種　別

人間ドック（日帰り）
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５　保険料収納状況

※収入率は調定額と純収入額で算出

本年度 前年度

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ ％ ％

現年度分

過年度分

期別収納状況

調定件数　（件） 期別 調定件数（件） 調定金額　（円） 純収入額（円） 期別 調定件数（件） 調定金額（円） 純収入額（円）

1期 1期

2期 2期

3期 3期

4期 4期

5期 5期

6期 6期

7期 7期

8期 8期

随時期 9期

10期

11期

12期

計 計

事　項

区　分

うち執行停止額
対予算
収入率

予算現額 調定額 収入額

計

収入率※

還付未済額 純収入額 不納欠損額 収入未済額

現年度賦課分

滞納繰越分

特別徴収

普通徴収

2月

計

調定金額　（円）期別

4月

特　　別　　徴　　収
普　　通　　徴　　収

現 年 度 分 過 年 度 分

6月

8月

10月

12月
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５　保険料収納状況

※収入率は調定額と純収入額で算出

本年度 前年度

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ ％ ％

現年度分

過年度分

期別収納状況

調定件数　（件） 期別 調定件数（件） 調定金額　（円） 純収入額（円） 期別 調定件数（件） 調定金額（円） 純収入額（円）

1期 1期

2期 2期

3期 3期

4期 4期

5期 5期

6期 6期

7期 7期

8期 8期

随時期 9期

10期

11期

12期

計 計

事　項

区　分

うち執行停止額
対予算
収入率

予算現額 調定額 収入額

計

収入率※

還付未済額 純収入額 不納欠損額 収入未済額

現年度賦課分

滞納繰越分

特別徴収

普通徴収

2月

計

調定金額　（円）期別

4月

特　　別　　徴　　収
普　　通　　徴　　収

現 年 度 分 過 年 度 分

6月

8月

10月

12月
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地方自治法第２４１条第５項の規定に基づき、令和３年度の基金の運用状況を報告します。

令和４年８月１８日

小金井市長 西 岡 真一郎
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令和３年度 基金の運用状況
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令和３年度 小金井市土地開発基金運用状況
区　　分 （円）

積立金　（円） 取崩額　（円） 土地 債権　（円） 現金　（円）
　　月 （㎡）

前年度繰越

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

計

次年度繰越
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令和３年度　小金井市高額介護サービス費等貸付基金運用状況

区　分 収　　　入 支　　　出 基金現在高

　月 件数(件) 償還金(円) 件数(件) 貸付金(円) (円)

前年度繰越

　４月

　５月

　６月

　７月

　８月

　９月

１０月

１１月

１２月

　１月

　２月

　３月

計

償還未済額

次年度繰越
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　　令和３年度主要な施策の成果に関する説明書
　　　　　　　　基金の運用状況に関する調書
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